
会計検査院法第30条の3の規定に基づく報告書

「東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況等に関

する会計検査の結果について」

平 成 2 7 年 3 月

会 計 検 査 院



参議院決算委員会において、平成24年8月27日、国家財政の経理及び国有財産の管理に関

する調査のため、会計検査院に対し、東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況

等について会計検査を行い、その結果を報告するよう要請することが決定され、同日参議

院議長を経て、会計検査院長に対し会計検査及びその結果の報告を求める要請がなされた。

これに対して、会計検査院は、同月28日、検査官会議において本要請を受諾することを決

定した。そして、当該要請により実施した会計検査の結果については、24年10月25日及び

25年10月31日に、会計検査院長から参議院議長に対して報告を行ったが、25年の報告にお

いて、東日本大震災関係経費により実施される復旧・復興事業は、各府省庁や特定被災自

治体等において長期にわたり継続して実施されていることなどから、被災の状況及び復興

事業の実施状況等について、引き続き検査を実施して、その検査の結果については取りま

とめが出来次第報告することとした。

本報告書は、上記の引き続き検査を実施することにしたものに係る会計検査の結果につ

いて、会計検査院長から参議院議長に対して報告するものである。

なお、会計検査院としては、各府省庁や特定被災自治体が、一体となって復興基本方針

や復興計画等に基づき被災地域の復旧・復興及び被災者の暮らしの再生のための施策等を

継続して実施していることから、引き続き東北3県の被災の状況、集中復興期間における復

興事業の実施状況等について検査を実施して、その結果については取りまとめが出来次第

報告することとする。

平 成 2 7 年 3 月

会 計 検 査 院
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第1 検査の背景及び実施状況

1 検査の要請の内容

会計検査院は、平成24年8月27日、参議院から、国会法第105条の規定に基づき下記事

項について会計検査を行いその結果を報告することを求める要請を受けた。これに対し

同月28日検査官会議において、会計検査院法第30条の3の規定により検査を実施してその

検査の結果を報告することを決定した。

一、会計検査及びその結果の報告を求める事項

（一）検査の対象

国会、裁判所、内閣、内閣府、復興庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文

部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛

省

（二）検査の内容

東日本大震災からの復興等に対する事業に関する次の各事項

① 東日本大震災に伴う被災等の状況

② 復興等の各種施策及び支援事業の実施状況

2 平成22年度決算審査措置要求決議の内容

、参議院決算委員会は、24年8月27日に検査を要請する旨の上記の決議を行っているが

同日に「平成22年度決算審査措置要求決議」を行っている。

このうち、上記検査の要請に関する項目の内容は、次のとおりである。

1 東日本大震災復旧・復興関係経費の迅速かつ円滑な執行の確保について

平成23年度の東日本大震災復旧・復興関係経費の執行状況については、全体予算

14兆9243億円のうち、翌年度繰越額が4兆7694億円、不用額が1兆1034億円と多額に

上っており、予算の執行率は約6割にとどまった。特に、復興庁所管の経費1兆3141

億円のうち1兆3101億円は執行されずに繰り越され、23年度における執行率は0.02

％となっており、また、国土交通省所管の経費では、災害公営住宅等整備事業費11

15億円のうち、執行額等はわずか3億円であり、残り1112億円が不用額として処理

されるなど、復旧・復興関係予算の執行が当初の予定どおり進んでいない事態が明
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らかとなっている。

政府は、これらの事態が被災地における早期の復旧・復興や住民の生活再建の支

障となることを認識し、事業の着手に必要な復興計画との調整等を速やかに実施し

た上で、迅速かつ円滑な予算執行に努めるべきである。また、予算の執行率が極端

に低かった事業については、事業費の見積りが適切であったか検証するなどして必

要な見直しを行い、多額の国民負担によって賄われている復旧・復興予算が適正、

有効かつ効率的に活用されるよう、最善を尽くすべきである。

3 平成22年度決算に関する決議における内閣に対する警告の内容

参議院は、25年5月20日に決算委員会において、平成22年度決算に関して内閣に対し警

告すべきものと議決し、同月22日に本会議において内閣に対し警告することに決してい

る。

この警告決議は、前記の検査を要請する旨の決議の翌年に行われたものであり、この

警告決議のうち、前記検査の要請に関する項目の内容は、次のとおりである。

1 東日本大震災からの復旧・復興に向けた迅速かつ効果的な取組が求められている

中、復旧・復興関係経費の一部が、震災前から一般会計により継続的に実施されて

いた事務・事業等に支出されたり、被災地域における社会経済の再生や生活の再建

等に直接結びつくとは考え難い使途に充てられたりなどしていたことは、看過でき

ない。

政府は、同経費の財源が増税による国民負担で賄われていることを強く認識し

て、その使途が被災地域それぞれの需要や期待に応えるものとなるよう的確に予算

を措置し、これまでの支出の精査による見直し作業を更に進めるとともに、今後と

も、住まいとなりわい再建を最優先に、予算の査定、事業実施箇所の選定等を厳格

に行うべきである。

4 24年報告の概要

前記の要請により、会計検査院は、東日本大震災からの復興等に対する事業に関して、

効率性、有効性等の観点から、東日本大震災復旧・復興関係経費（以下「東日本大震災

関係経費」という ）に係る予算（以下「復旧・復興予算」という ）が23年度に措置さ。 。
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れている16府省庁等を対象として、①東日本大震災に伴う被災等の状況、②復興等の各
(注1)

種施策及び支援事業の実施状況等について検査を実施し、24年10月25日に、会計検査院

長から参議院議長に対して報告した（以下、この報告を「24年報告」という 。。）

（注1） 16府省庁等 国会、裁判所、内閣、内閣府、復興庁、総務、法務、
外務、財務、文部科学、厚生労働、農林水産、経済産業、国土交
通、環境、防衛各省

24年報告における検査の結果の概要は、次のとおりである。

① 人的被害、建物への被害、社会基盤施設や農林水産業等の被害はいずれも甚大であ

り、内閣府によればその被害額は、約16兆9000億円（ただし、東京電力株式会社福島

第一原子力発電所（以下「福島第一原発」という ）の事故に伴う放射能汚染被害は含。

まれていない ）と推計されている。そして、国は、被災者の救援、救助等の被害応急。

対応を実施するとともに、東日本大震災復興基本法（平成23年法律第76号。以下「復

興基本法」という 、東日本大震災復興特別区域法（平成23年法律第122号。以下「特。）

区法」という ）等の制定 「東日本大震災からの復興の基本方針 （以下「復興基本方。 、 」

針」という ）の策定、復興庁の設置等を実施し、国の総力を挙げて復旧・復興に取り。

組んでいる。

国は、これらの施策に必要な財源を確保するための特別措置として 「東日本大震災、

からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法 （平」

成23年法律第117号。以下「復興財源確保法」という ）を施行するとともに、平成2。

3年度一般会計補正予算（第1次から第3次まで （以下「23年度補正予算」という ）に） 。

より計14兆9354億余円を東日本大震災関係経費（以下、23年度補正予算に計上された

東日本大震災関係経費に係る予算を「23年度復旧・復興予算」という ）として財政措。

置した。

② 復旧・復興事業の実施状況について、予算措置年度別の歳出予算現額（歳出予算額

（当初予算額、補正予算額及び予算移替額の合計）に、予備費使用額及び流用等増減

額を加減したもの。以下「予算現額」という 、支出済歳出額（以下「支出済額」と。）

いう ）等から執行状況をみると、23年度の予備費及び23年度補正予算（以下、これら。

を「23年度予算」という ）の同年度における支出済額の予算現額に対する割合（以下。

「執行率」という ）は60.6％となっていて、これらを経費項目別にみると、全てが執。

行されている経費項目が多くある一方、年度内に執行されないままその大半が翌年度

に繰り越されている経費や執行率が20％程度と低くなっている経費項目も見受けられ、
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経費項目別の執行率が区々となっていた。また、特別会計における執行状況を反映し

た支出済額の予算現額に対する割合は54.2％であり、一般会計における執行率よりも

低くなっていた。そして、このような執行状況の結果、全体の38.3％が翌年度に繰り

越され、7.4％が不用となっていた。

③ 特区法に基づく復興特別区域制度による各種計画の実施状況をみると、復興推進計

画については、24年8月3日現在、20の復興推進計画における28分類の特例が認定され、

復興整備計画については、同年8月10日現在、復興整備協議会を組織した28市町村のう

ち21市町村が公表していた。また、復興交付金事業計画については、同年7月までに復

興庁は市町村から計3回の提出を受け、このうち第2回までの交付対象事業費6220億余

円に対して5122億余円を交付可能額として82市町村に通知していた。そして、交付対

象事業費6220億余円のうち、防災集団移転促進事業、災害公営住宅整備事業等の5事業

が4528億余円を占めていた。

④ 58市町村の復旧・復興事業等の実施状況を検査した結果、各市町村の事業執行率は

市町村によって大きな差が見受けられた。また、これらの市町村では、復旧・復興事

業の実施に当たる職員に大きな事務負担が生じており、アンケートにおいて、復興事

業の増加に伴う各種業務に対応するための人的支援やそのための体制整備を要望して

いた。

そして、24年報告の検査の結果に対する所見は、次のとおりである。

国は、復旧・復興に当たり、被災地の地方公共団体に対して、既存の制度にとらわ

れない行政手続の簡素化や財政面及び人材面からの支援を実施し、被災地の地方公共

団体が行う復興の取組を総力を挙げて支援することとしている。そして、この復旧・

復興は、被災地の単なる災害復旧にとどまらない活力ある日本の再生を視野に入れた

抜本的な対策及び一人一人の人間が災害を乗り越えて豊かな人生を送ることができる

ようにすることを旨として行われる施策の推進により実施されるべきとされているこ

とから、復興の成果は、国民全体が感じ取れるものとするとともに、将来の世代にわ

たって誇ることができるものにする必要がある。

会計検査院は、今回、東日本大震災からの復旧・復興に対する事業について検査を

実施した。国及び地方公共団体は、現在全力を挙げて復旧・復興に取り組んでいると

ころであるが、復旧・復興のための施策は、総合的かつ中長期的な視点を有し、被災
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地に暮らす国民の声やその迅速性にも配慮して実施することが不可欠であり、復興庁

及び関係府省等は連携して、国及び地方公共団体が行う施策が基本理念に即したもの

となるよう、今後、以下の点に留意して、復興施策の推進及び支援に適切に取り組む

必要がある。

(1) 被災した地方公共団体の意向や要望、取り組んでいる復興施策等を踏まえた経費

の配分や事業費の積算を行うこと

(2) 東日本大震災復旧・復興関係経費の執行に当たっては、計画に基づき円滑かつ迅

速に事業が実施されるよう、関係行政機関等が実施する事業の進捗状況を的確に把

握するとともに、施策の実施の推進及び総合調整を行いつつ、関係行政機関等との

連絡調整を速やかに行うなどして、適切、有効かつ効率的な執行に努めること

(3) 復興特別区域制度の運用に当たっては、各被災地域の被害及び復興の実情に応じ

て柔軟に対応するとともに、地方公共団体と十分な意見交換を行いつつ、復興推進

計画の特例や復興交付金事業を活用した取組等について把握した上で、情報提供、

助言その他必要な協力を行い、地方公共団体の迅速かつ着実な復興の支援に努める

こと

(4) 被災地の地方公共団体等は、限られた人員で震災前と比較して膨大な事業を実施

して復旧・復興に取り組んでいることから、その復旧・復興事業の人的な実施体制

及び制度の運用状況について現状を把握して、必要な支援に努めること

5 25年報告の概要

会計検査院は、24年次の会計検査に引き続き、各種事業が円滑かつ迅速に実施されて

いるか、復興基本方針や復興計画に掲げられた施策に沿ったものとなっているかなどに

着眼するとともに、原子力災害からの復興再生についても着眼して検査を実施した。そ

して、その結果を25年10月31日に、会計検査院長から参議院議長に対して報告した（以

下、この報告を「25年報告」という 。。）

25年報告における検査の結果の概要は、次のとおりである。

① 24年度において、国は、復興事業に関する経理を明確にすることを目的として、東

日本大震災復興特別会計（以下「復興特会」という ）を設置し、当初予算3兆7753億。

余円、補正予算1兆1952億余円をそれぞれ措置するとともに、財源については、それま

でに確保されていた19兆円程度に加えて、日本郵政株式会社（以下「日本郵政」とい
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う ）の株式の売却収入として見込まれる4兆円程度等を確保することにより、計25兆。

円程度を確保することとした。

また、除染は直ちに取り組む必要のある喫緊の課題であることから、国は、23年8月

26日に除染に関する緊急実施基本方針を策定するとともに、同年8月30日に「平成二十

三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法 （平成23年法律第」

110号。以下「放射性物質汚染対処特措法」という ）を公布し、計画的かつ抜本的に。

除染等を推進することとした。さらに、復興庁は、25年2月1日に、福島対応体制の抜

本的な強化策として、福島復興再生総局を福島現地に設置するとともに、関係省庁の

諸施策を総括し総合的かつ強力に推進する福島復興再生総括本部を設置した。

② 復旧・復興事業の実施状況は、24年度末の執行率が77.2％、翌年度繰越額の予算現

額に対する割合（以下「繰越率」という ）が11.0％、不用額の予算現額に対する割合。

（以下「不用率」という ）が11.6％となっていた。。

地方公共団体等が国庫補助金等を既存の基金に積み増したり、新規に基金を設置造

成したりして実施している復旧・復興事業（以下「復興関連基金事業」という ）90事。

業に対する国庫補助金等交付額は計2兆8674億余円、24年度末における取崩額は計824

4億余円であり、国庫補助金等交付額に対する取崩額の割合（以下「基金事業執行率」

という ）は平均で28.7％となっていた。また、90事業のうち基金事業執行率が10％未。

満となっているものが40事業あった。そして、3基金の10事業に係る564億余円を基金

団体から返還させて、これを国庫に返還していた。

23、24両年度の復興事業1,401件について 「今後の復興関連予算に関する基本的な、

考え方 （平成24年復興推進会議決定）に基づき被災地域の復旧・復興及び被災者の暮」

らしの再生のための施策に関する事業等（以下「復興直結事業」という ）に分類する。

などしたところ、復興直結事業912件、その他事業326件等となっていた。

③ 特区法に基づく各種計画の実施状況等をみると、復興推進計画66件に記載されてい

る特例は、特区法等において規定されている21の特例のうち14の特例であり、特定被

災自治体が作成して認定を受けた復興推進計画に記載された特例数は延べ75件、これ

らの特例の対象区域とされた市町村数は延べ817市町村となっていた。また、復興庁が

計6回にわたって通知した東日本大震災復興交付金（以下「復興交付金」という ）の。

交付可能額は、23年度2510億余円、24年度計1兆3191億余円、25年度527億余円、合計
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1兆6228億余円と多額に上っていた。

④ 復興事業の実施状況については、8道県及び100市町村に交付決定された23、24両年

度の国庫補助金等は計7540億余円となっている。8道県に対する復興関連基金事業に係

る国庫補助金等交付額は、14基金で計1270億余円となっており、24年度末の基金事業

執行率は平均で42.4％となっていた。

復興交付金基金による基幹事業の進捗状況については、4県及び26市町村における復

興交付金基金による基幹事業の件数は146件となっており、このうち、23、24両年度分

の復興交付金に係る事業は102件となっていた。これらの進捗状況をみると、おおむね

工程表どおりに進捗している事業がある一方、完了時期を7か月以上延長している事業

や、完了時期が未定となっている事業も見受けられた。

また、8道県及び100市町村に対する23年度補正予算により措置された補助事業等に

係る国庫補助金等交付決定額は計2202億余円となっており、24年度末までの国庫補助

金等交付決定額から事業完了後に生じた過不足額等を控除した最終の交付決定額に対

する国庫補助金等交付額の割合（以下「補助事業執行率」という ）は92.4％となって。

いた。また、平成24年度東日本大震災復興特別会計予算（当初及び補正 （以下「24年）

度復興特会予算」という ）により措置された補助事業等に係る国庫補助金等交付決定。

額518億余円のうち252億余円が25年度に繰り越されていた。

、⑤ 原子力災害関係の経費項目別の予算現額は、23、24両年度計1兆5128億余円であり

23年度補正予算の24年度末までの累計の執行率は79.8％、24年度復興特会予算の24年

度末における執行率は38.7％となっていた。また、放射性物質に汚染された廃棄物の

処理、除染等の事業の執行状況をみると、23年度補正予算では、23年度末における執

行率が59.9％、24年度までの累計の執行率が67.5％となっており、24年度復興特会予

算では、24年度末における執行率が37.0％となっていた。

そして、25年報告の検査の結果に対する所見は、次のとおりである。

会計検査院は、24年次に引き続き、東日本大震災からの復旧・復興に対する事業に

ついて検査を行った。国及び地方公共団体は、現在全力を挙げて復旧・復興に取り組

んでいるところであるが、東日本大震災から2年半以上を経過した今もなお、多くの

住民は仮設住宅での不自由で困難な生活を余儀なくされており、地方公共団体は膨大

な復旧・復興事業に取り組んでいる。特に、原子力災害からの復興再生については長
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期にわたることが予想されていて、地方公共団体は除染や健康管理等の事業を執行す

る一方、風評被害に苦しめられているなど、被災地の社会経済の再生や生活の再建に

向けた課題は数多く、これらを解決するには多くの困難がある。

このため、復旧・復興のための施策は、被災地に暮らす国民の声に配慮して迅速に

実施することが不可欠であり、復興庁及び関係府省等は連携して、国及び地方公共団

体が行う施策が、基本理念に即して、更なる復旧・復興の進展につながるよう、今

後、次の点に留意して、復興施策の推進及び支援に適切に取り組む必要がある。

ア 国は、東日本大震災復旧・復興事業の実施に当たっては、多数かつ多額の事業が

実施されている一方、多額の事業費が翌年度に繰り越されていることから、事業の

実施計画や規模等は適切かなどについて的確に検討するとともに、事業実施の障害

となっている事項について不断に検証して、必要に応じて見直すこと。また、国

は、復興事業が有効かつ効率的に実施されるよう優先度等も考慮するなどして予算

の配分や人的・技術的支援を行うとともに、事業が適切に実施されているかなどに

ついて確認して、不適切な事態や障害となっている事項については、既存の制度の

見直しも含めて迅速な措置を講ずるなどして、被災地の復興が円滑かつ迅速に実施

されるよう努めること

イ 復興特別区域制度の各種計画の作成状況や各種特例の活用状況を把握して、地方

公共団体が必要としている制度について十分な意見交換をした上で、情報提供、助

言その他必要な協力を行い、地方公共団体の迅速かつ着実な支援に努めること

ウ 基金事業、復興交付金事業等が、復興に寄与され適切かつ効率的な執行や資金の

有効活用が図られるよう、実施状況等の把握と必要な支援に努めること

エ 原子力災害からの復興再生については、長期的視点から、被災者等に対する支援

や除染等の実施、産業振興・雇用対策等に関して、被災した地方公共団体の意向や

要望等を踏まえるなどして、必要な支援に努めること

6 検査の観点、着眼点、対象及び方法

(1) 検査の観点及び着眼点

会計検査院は、25年報告において、東日本大震災関係経費により実施される復旧・

復興事業は、各府省庁等において長期にわたり継続して実施されていること、復興事

業の実施に係る諸制度の見直しなどが想定されることなどから、岩手県、宮城県及び
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福島県（以下、これらの県を合わせて「東北3県」という ）を含めた被災の状況、復。

興事業の実施状況等について引き続き検査を実施して、その結果については取りまと

めが出来次第報告することとした。

国は、東日本大震災からの復旧・復興を最重要課題と位置付け、これまで約25兆円

の多額の予算を確保するとともに、各種事業の実施、人的支援等を各府省庁等一丸と

なって取り組んでいる。また、被災した地方公共団体等においても、甚大な被害と膨

大な復興事業を抱えて、人員不足、住民合意の形成等、困難な状況の中、先頭に立っ

て復旧・復興に取り組んでいる。

被災地では、東日本大震災の発生以来、復興に向けた確実な歩みがなされている一

方、住宅、産業等のまちづくりについては、事業の遅れなど、課題も見受けられてい

る。特に、応急仮設住宅に住んでいる被災者や原子力災害により長期の避難を余儀な

くされている被災者にとっては、住宅の確保、生活の再建の問題とともに、帰還時期

等に関して先の展望の見えない状況は切実な問題となっている。

そこで、今回の検査においては、復旧・復興事業に関する各事項について、合規性、

効率性、有効性等の観点から、次の着眼点により検査を実施した。

ア 東日本大震災に伴う被災等の状況

被災及び被災に対する復旧・復興の状況、避難者等に対する支援等はどのように

なっているか。特に、東日本大震災発生後に実施された被害額の推計は、どのよう

な状況の下、どのような方法により実施され、また、活用されたのか。

イ 復興等の各種施策及び支援事業の実施状況

(ｱ) 被災した地方公共団体における復旧・復興事業の実施状況はどのようになって

いるか。特に、東北3県における復興関連基金事業、国庫補助事業等の復旧・復興

事業は、円滑かつ迅速に実施されているか。

(ｲ) 復興特別区域制度による復興推進計画、復興整備計画及び復興交付金事業計画

に基づく特例等は、有効に活用されているか。特に、復興交付金による防災集団

移転促進事業等の面的整備は円滑に進捗しているか。

(ｳ) 全国向けの復興関連基金事業に係る基金の使途は適切か、使用見込みのない余

剰金が滞留するなどしていないか。

(ｴ) 原子力災害からの復興再生について、各府省庁、福島県等が実施する各種施策

は円滑かつ迅速に実施されているか。
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(ｵ) 復興特会において措置された予算（以下「復興特会予算」という ）はどのよう。

な経費に配分されているか、復興基本方針における復興施策等はどのような事業

により実施されているか、また、その財源はどのように確保されているか。

(2) 検査の対象及び方法

会計検査院は、23年度から25年度までの東日本大震災関係経費に係る予算が措置さ

れている16府省庁等を25年報告に引き続き対象として検査するとともに、東日本大震

災による被害を受けた地方公共団体については 「東日本大震災に対処するための特別、

」 、の財政援助及び助成に関する法律 （平成23年法律第40号）等の規定に基づき青森県

岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県及び長野県の計9県並びに

東日本大震災による被害を受けた市町村で政令で定めるもの（以下「特定被災地方公

共団体」という ）又は東日本大震災に際し災害救助法（昭和22年法律第118号）が適。

用された市町村のうち政令で定めるものなどの区域（以下「特定被災区域」という。

巻末別図1、451ページ参照）として指定された227市町村に、特定被災地方公共団体と

して指定された市町が所在しているが特定被災地方公共団体として指定されていない

北海道及び埼玉県を加えた11道県及び227市町村（以下「特定被災自治体」という ）。

における被災状況、復旧・復興事業等の実施状況等について検査することとした。

本報告における特定被災自治体の検査に当たっては、特に甚大な被害を受けた東北

3県を対象として会計実地検査を行うとともに、特定被災自治体以外の地方公共団体の

検査に当たっては、全国向けの復興関連基金事業に必要な資金として国庫補助金等の

交付を受けた地方公共団体を対象として会計実地検査を行った。

検査に当たっては、16府省庁等の内部部局等と東北3県を含む20都県に対して321人
(注2)

日を要して会計実地検査を行い、調書及び関係資料を徴したり担当者等から説明を聴

取したりするとともに、公表されている資料等を基に調査分析を行った。

（注2） 20都県 東京都、岩手、宮城、福島、神奈川、石川、福井、岐阜、
愛知、奈良、岡山、徳島、香川、高知、佐賀、長崎、熊本、大
分、鹿児島、沖縄各県
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第2 検査の結果

1 東日本大震災に伴う被災等の状況

(1) 被害等の状況

東日本大震災は、東北3県を中心に広い範囲で甚大な被害をもたらした。東日本大震

災による全国の被害等の状況は、次のとおりである。

ア 人的被害、建物被害等の状況

死者、行方不明者等の人的被害は、死者15,889人、行方不明者2,601人（26年9月

11日警察庁公表）等となっている。復興庁によれば、このほか、東日本大震災によ

る負傷の悪化等による震災関連死の死者数が1都9県で3,089人（26年3月末現在）と

なっている。また、建物への被害については、津波により壊滅的な被害を受けた地

域があり、全容の把握には至っていないが、全壊127,367戸、半壊273,335戸、一部

破損744,539戸等（26年9月11日警察庁公表）となっている（都道県別の被害状況は

巻末別表1、271ページ参照）。

災害廃棄物及び津波堆積物の推計量（避難区域を除く。）は、26年3月末現在、岩

手県589万ｔ、宮城県1929万ｔ、福島県455万ｔ、東北3県以外の10道県146万ｔ、計
(注3)

3120万ｔとなっており（26年4月25日環境省公表）、東北3県が大部分を占めている。

災害廃棄物及び津波堆積物の処理・処分の状況をみると、岩手県、宮城県及び東北

3県以外の10道県で処理・処分が終了し、福島県で313万ｔが処理・処分済みとなっ

ている（26年4月25日環境省公表。13道県における災害廃棄物及び津波堆積物の処理

状況は巻末別表2、271ページ参照）。

（注3） 10道県 北海道、青森、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、新潟、
静岡、長野各県

イ 避難及び住民の減少等の状況

(ｱ) 避難の状況

復興庁等によれば、避難者数は、東日本大震災発生直後のピーク時において約

47万人とされており、発生から1週間を経過した時点では、約38万人が2,182か所

の避難所に避難していたとされている。その後、避難者が学校等に設置されてい

た避難所等から帰宅したり、応急仮設住宅へ移ったりするなどしたため、避難所

は26年3月末までに全て解消されたが、同年9月末現在、親族・知人宅や応急仮設

住宅等で生活している避難者は、全国で24万3040人（25年6月末現在約29万8000人
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（25年報告））に上っている。東北3県では、岩手県3万1714人、宮城県7万7836人、

福島県7万8577人、計18万8127人となっており、全国の避難者数に占める東北3県

の避難者数の割合は77.4％とその大半を占めている。また、甚大な被害を受けた

東北3県では、県外へ避難している住民も多く、岩手県では1,451人、宮城県では

6,925人がいずれも県外に避難している。そして、福島県では、福島第一原発の事

故等により、4万6645人（25年6月末現在約5万3000人（25年報告））が他県等での

長期の避難生活を余儀なくされている（図1参照）。

図1 東日本大震災による全国及び東北3県の避難者数の推移

(ｲ) 被災地の住民の減少等の状況

東日本大震災は、東北3県の沿岸部を中心に多数の人的被害を及ぼし、地域にお

ける暮らしや社会・経済に甚大な被害を与えた。被災地では、防災集団移転促進

事業等各種復旧・復興事業や暮らしのための産業等の復興に取り組んでいるが、

他県等に避難している住民も多く、様々な理由から避難先等に住民登録を移して

いる住民が多く見受けられ、また、復興の遅れなどによる人口の流出等が問題と

なっている。

そこで、総務省が公表している「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世

帯数」等を基に被災地の住民の減少等の状況を分析した。なお、避難者の中には、

被災前の市町村に住民登録をしたまま他県等や応急仮設住宅等に避難した者が多

く含まれているため、実際の人口増減はより大きいものとなることが想定される

が、これを把握することは困難であることから上記の住民基本台帳に基づく分析
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とした。

特定被災自治体が所在する11道県の人口の増減状況をみると、表1及び図2のと

おり、26年1月1日現在の人口は21年度末現在の人口と比較して10道県で減少して

いる。特に、福島県は、転入と転出による人口増減を示す社会増減率が、22年度

マイナス0.3％、23年度マイナス1.6％、24年度マイナス0.5％と、23、24両年度に

おいて、出生と死亡による人口増減を示す自然増減率を上回るマイナス値を示し

ている。このように、同県の東日本大震災発生後の人口減少が他の道県に比べて

著しく、原子力災害による避難の長期化等がまちづくりなどに深刻な影響を及ぼ

すことが懸念されている。

表1 全国における人口動態の状況

図2 東北3県の人口数等の推移
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△0.5
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△1.6
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△0.4
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(注) 総務省が公表している「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」を基に作成した。

なお、本調査は、平成26年から人口・世帯数の調査期日を3月31日現在から1月1日現在に、人口動態の調査

期間を4月1日～3月31日から1月1日～12月31日にそれぞれ変更している。
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a b b-a

△ 79 △ 0.4 △ 0.2 △ 0.1 △ 0.4 △ 0.3 △ 0.1 △ 0.5 △ 0.3 △ 0.1

△ 41 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.2 △ 0.9 △ 0.5 △ 0.4 △ 1.0 △ 0.6 △ 0.4

△ 39 △ 0.7 △ 0.5 △ 0.1 △ 1.2 △ 0.8 △ 0.4 △ 0.6 △ 0.5 △ 0.1

△ 14 △ 0.4 △ 0.3 △ 0.0 △ 0.7 △ 0.4 △ 0.2 0.0 △ 0.1 0.2

△ 85 △ 0.7 △ 0.4 △ 0.3 △ 2.1 △ 0.5 △ 1.6 △ 1.0 △ 0.4 △ 0.5

△ 35 △ 0.2 △ 0.1 △ 0.0 △ 0.4 △ 0.2 △ 0.2 △ 0.4 △ 0.2 △ 0.1

△ 20 △ 0.2 △ 0.1 △ 0.0 △ 0.3 △ 0.2 △ 0.1 △ 0.3 △ 0.2 △ 0.1

45 0.2 0.0 0.2 0.1 △ 0.0 0.1 0.0 △ 0.0 0.1

△ 8 0.2 0.0 0.1 △ 0.2 △ 0.0 △ 0.1 △ 0.1 △ 0.0 △ 0.1

△ 49 △ 0.5 △ 0.3 △ 0.1 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.1 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.2

△ 30 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.0 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.0 △ 0.5 △ 0.4 △ 0.1

△ 264 △ 0.0 △ 0.0 0.0 △ 0.1 △ 0.1 0.0 △ 0.1 △ 0.1 △ 0.0

△ 622 △ 0.1 △ 0.1 0.0 △ 0.2 △ 0.1 △ 0.0 △ 0.2 △ 0.1 △ 0.0

(注)　総務省が公表している「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」を基に作成した。
　　　なお、本調査は、平成26年から人口・世帯数の調査期日を3月31日現在から1月1日現在に、人口動態の調査期間を4月1日～3月
　　31日から1月1日～12月31日にそれぞれ変更している。

都道府県
等名

23年度
増減率
（％）

24年度
増減率
（％）

人口（千人）

22年度
増減率
（％）

26年1月
1日対21
年度末
増減数
(千人)

5,441

青森県 1,405 1,395 1,383 1,368 1,363

北海道 5,520 5,498 5,474 5,444

2,314

岩手県 1,345 1,334 1,317 1,309 1,305

宮城県 2,329 2,318 2,302 2,304

2,944

福島県 2,051 2,036 1,991 1,971 1,966

茨城県 2,979 2,973 2,960 2,947

7,168

栃木県 2,000 1,995 1,988 1,981 1,980

埼玉県 7,123 7,140 7,149 7,156

2,341

千葉県 6,149 6,161 6,147 6,136 6,141

新潟県 2,391 2,378 2,364 2,348

91,335

長野県 2,161 2,153 2,145 2,134 2,130

上記以外
の都府県

91,599 91,534 91,433 91,290

126,434全国 127,057 126,923 126,659 126,393
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東北3県の避難指示区域（26年10月1日現在指定されている10市町村。以下同

じ。）、沿岸部（宮城県は政令指定都市の仙台市とそれ以外の市町に区分し

た。）、内陸部等の地域別及び東北3県の年少人口（0歳～14歳）、生産年齢人口

（15歳～64歳）及び老年人口（65歳以上）の年齢3区分別の21年度末現在及び26年

1月1日現在の人口増減の状況をみると、表2のとおり、人口は21年度末現在計572

万人から26年1月1日現在計558万人へと2.4％減少した。21年度末に対する26年1月

の地域別の人口増減率は、福島県に設定された避難指示区域がマイナス8.8％と最

大の減少率を示しており、津波の被害を受けた沿岸部では、岩手県がマイナス7.

8％、宮城県は仙台市を除く沿岸部がマイナス5.3％、福島県がマイナス5.7％とな

っている。

年齢3区分別の人口増減は、年少人口では約76万人から約70万人へ、生産年齢人

口は約357万人から約343万人へそれぞれ減少していて、その増減率は、年少人口

マイナス7.5％、生産年齢人口マイナス4.0％、老年人口プラス4.7％となっていて、

高齢化が進んでいる。県別の増減率は、年少人口及び生産年齢人口のいずれも福

島県の減少率が最も高くなっている。地域別の増減率は、避難指示区域で、年少

人口マイナス18.6％、生産年齢人口マイナス10.6％と高くなっているほか、各県

とも内陸部より沿岸部（仙台市を除く。）の減少率が高くなっている。

表2 東北3県の地域別・年齢3区分別人口の状況
（単位：千人、％）

平成21年
度末現在

26年1月1
日現在

26年1月1
日対21年
度末増減
率

21年度末
現在

26年1月1
日現在

26年1月1
日対21年
度末増減
率

21年度末
現在

26年1月1
日現在

26年1月1
日対21年
度末増減
率

21年度末
現在

26年1月1
日現在

26年1月1
日対21年
度末増減
率

沿岸部 33 28 △ 15.2 161 147 △ 8.8 87 84 △ 3.1 282 260 △ 7.8

内陸部 138 130 △ 5.3 650 626 △ 3.7 272 288 5.6 1,062 1,045 △ 1.5

計 172 159 △ 7.2 812 773 △ 4.7 360 373 3.4 1,345 1,305 △ 2.9

沿岸部 227 219 △ 3.6 1,102 1,077 △ 2.3 350 377 7.7 1,680 1,674 △ 0.3

内陸部 84 81 △ 3.4 397 385 △ 3.0 166 173 3.8 648 640 △ 1.3

(仙台市を除
く沿岸部）

89 81 △ 9.6 418 388 △ 7.1 161 164 1.4 670 634 △ 5.3

計 311 300 △ 3.5 1,500 1,463 △ 2.4 516 550 6.5 2,329 2,314 △ 0.6

沿岸部 74 63 △ 13.9 330 306 △ 7.3 132 136 2.8 537 506 △ 5.7

内陸部 208 184 △ 11.3 935 890 △ 4.8 370 385 4.0 1,514 1,460 △ 3.5

(避難指示区域) 21 17 △ 18.6 98 88 △ 10.6 42 42 0.4 163 148 △ 8.8

計 282 248 △ 12.0 1,266 1,196 △ 5.5 502 521 3.7 2,051 1,966 △ 4.1

335 311 △ 7.0 1,594 1,530 △ 4.0 569 598 4.9 2,500 2,440 △ 2.3

431 397 △ 7.8 1,984 1,902 △ 4.1 810 846 4.5 3,225 3,146 △ 2.4

197 173 △ 12.1 910 842 △ 7.4 381 384 0.8 1,490 1,401 △ 5.9

766 709 △ 7.5 3,579 3,432 △ 4.0 1,380 1,444 4.7 5,725 5,587 △ 2.4

注(1)　平成26年10月1日現在、避難指示区域に指定されている10市町村のうち、沿岸部は6市町、内陸部は4町村である。
注(2)  総務省が公表している「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」を基に作成した。
　　　 なお、本調査は、平成26年から人口・世帯数の調査期日を3月31日現在から1月1日現在に、人口動態の調査期間を4月1日～3月
　   31日から1月1日～12月31日にそれぞれ変更している。

計

県名

岩
手
県

宮
城
県

福
島
県

区分

年少人口（0歳～14歳） 生産年齢人口（15歳～64歳） 老年人口（65歳以上）

沿岸部計

内陸部計

沿岸部計（仙台市
を除く。）

合計
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また、東北3県の23年度の社会増減率は、表3のとおり、避難指示区域がマイナ

ス4.7％、沿岸部（仙台市を除く。）がいずれもマイナス2％台と、東北3県平均の

マイナス0.7％を大幅に上回っている。そして、24年度及び25年の社会増減率は2

3年度に比べて大幅に改善しているものの、避難指示区域では引き続き他の地域よ

り減少率が高くなっている。

表3 東北3県の地域別人口及び社会増減率の状況

岩手県の人口は、21年度末現在の約134万人から26年1月1日現在の約130万人へ

と2.9％減少した。この間の人口増減率を内陸部と沿岸部に区分して比較すると、

内陸部で平均1.5％の減少となっているのに対して沿岸部で平均7.8％と大幅な減

少となっている。市町村別では、陸前高田市、上閉伊郡大槌町及び下閉伊郡山田

町で10％以上減少し、これら3市町を含む18市町村で5％以上減少しており、この

うち10市町村が沿岸部の市町村となっている。また、社会増減率をみると、内陸

部ではほとんど増減がないが、沿岸部では23年度に平均2.3％の減少となり、それ

以降も平均0.5％の減少が続いている。市町村別では、宮古市、大槌町、山田町及

び九戸郡洋野町は、24年度及び25年においても沿岸部平均を上回る減少率を示し

ており、人口の流出が続いている（岩手県の人口及び社会増減率の状況は巻末別

表3①、272ページ参照）。

宮城県の人口は、21年度末現在の約232万人から26年1月1日現在の約231万人へ

（単位：千人、％）

平成21年度末
現在

 22年度末
 現在

 26年1月
 1日現在

21年度末から
26年1月まで
の増減数

26年1月1
日対21年
度末増減
率

21年度 22年度 23年度 24年度 25年

沿岸部 282 278 260 △ 22 △ 7.8 △ 0.3 △ 0.3 △ 2.3 △ 0.5 △ 0.5

内陸部 1,062 1,056 1,045 △ 16 △ 1.5 △ 0.1 △ 0.1 0.0 △ 0.0 △ 0.0

計 1,345 1,334 1,305 △ 39 △ 2.9 △ 0.3 △ 0.1 △ 0.4 △ 0.1 △ 0.1

沿岸部 1,680 1,673 1,674 △ 6 △ 0.3 0.0 △ 0.3 △ 0.4 0.3 0.2

内陸部 648 645 640 △ 8 △ 1.3 △ 0.1 △ 0.5 0.3 △ 0.0 0.0

(仙台市を除く沿岸
部）

670 661 634 △ 36 △ 5.3 △ 0.0 △ 0.9 △ 2.5 △ 0.3 △ 0.0

計 2,329 2,318 2,314 △ 14 △ 0.6 0.0 △ 0.0 △ 0.2 0.2 0.2

沿岸部 537 531 506 △ 30 △ 5.7 △ 0.3 △ 0.5 △ 2.6 △ 0.6 △ 0.3

内陸部 1,514 1,504 1,460 △ 54 △ 3.5 △ 0.3 △ 0.2 △ 1.4 △ 0.5 △ 0.2

(避難指示区域) 163 161 148 △ 14 △ 8.8 △ 0.1 △ 0.6 △ 4.7 △ 1.0 △ 0.8

計 2,051 2,036 1,966 △ 85 △ 4.1 △ 0.3 △ 0.3 △ 1.6 △ 0.5 △ 0.2

2,500 2,482 2,440 △ 59 △ 2.3 △ 0.0 △ 0.3 △ 1.1 0.0 0.0

3,225 3,207 3,146 △ 79 △ 2.4 △ 0.2 △ 0.2 △ 0.5 △ 0.2 △ 0.1

1,490 1,471 1,401 △ 89 △ 5.9 △ 0.2 △ 0.6 △ 2.5 △ 0.4 △ 0.2

5,725 5,689 5,587 △ 138 △ 2.4 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.7 △ 0.1 △ 0.0

注(1)　平成26年10月1日現在、避難指示区域に指定されている10市町村のうち、沿岸部は6市町、内陸部は4町村である。
注(2)　社会増減率のうち「25年」は、平成25年1月1日から同年12月31日までの増減率を示している。
注(3)  総務省が公表している「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」を基に作成した。
　　 　なお、本調査は、平成26年から人口・世帯数の調査期日を3月31日現在から1月1日現在に、人口動態の調査期間を4月1日～
　   3月31日から1月1日～12月31日にそれぞれ変更している。

区分

人口 社会増減率

県名

岩
手
県

合計

宮
城
県

福
島
県

沿岸部計

沿岸部計（仙台市を除
く。）

内陸部計
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と0.6％減少した。この間の人口増減率を内陸部と沿岸部に区分して比較すると、

内陸部で平均1.3％の減少、沿岸部で平均0.3％の減少となっているが、仙台市を

除く沿岸部では平均5.3％の大幅な減少となっている。市町村別では、亘理郡山元

町、牡鹿郡女川町及び本吉郡南三陸町で10％以上減少し、これら3町を含む11市町

で5％以上減少しており、このうち8市町が沿岸部の市町村となっている。また、

社会増減率をみると、内陸部では23年度に平均0.3％の増加を示して以降、増減が

ほとんどないのに対して、仙台市を除く沿岸部では24年度も減少している。市町

村別では、石巻市等14市町は、24年度及び25年も仙台市を除く沿岸部の平均を上

回る減少率を示しており、人口の流出が続いている（宮城県の人口及び社会増減

率の状況は巻末別表3②、273ページ参照）。

福島県の人口は、21年度末現在の約205万人から26年1月1日現在の約196万人へ

と4.1％減少した。この間の人口増減率を避難指示区域、内陸部及び沿岸部に区分

して比較すると、避難指示区域で平均8.8％の減少、内陸部で平均3.5％の減少、

沿岸部で平均5.7％の減少となっている。市町村別では、双葉郡富岡町、双葉町及

び浪江町で10％以上減少し、これら3町を含む32市町村で5％以上減少しており、

このうち沿岸部かつ避難指示区域が5市町、内陸部の避難指示区域が2町村となっ

ている。また、社会増減率をみると、避難指示区域において23年度に平均4.7％の

減少、24年度に平均1.0％の減少となっているほか、沿岸部、内陸部においても減

少が続いている。市町村別では、59市町村のうち、51市町村で24年度及び25年も

社会増減率はマイナスとなっているが、会津若松市等37市町村で減少幅が縮小し

ていたり、福島市等6市町村では25年度には増加に転じていたりしている。避難指

示区域の10市町村のうち南相馬市等5市町村では、社会増減率の減少幅が縮小して

いるが、避難指示区域に指定されている市町村の住民は、当該市町村に住民登録

をしたまま他の地方公共団体等へ避難している者が多いため、住民基本台帳の登

録数からみた人口流出以上の影響があると考えられる（福島県の人口及び社会増

減率の状況は巻末別表3③、274ページ参照）。

ウ 被災者への支援の状況

(ｱ) 応急仮設住宅の状況

東日本大震災により、多くの人が住む場所を失い、避難生活を余儀なくされる

こととなった。国は、災害救助法に基づく救助として、応急仮設住宅の設置を推
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進しており、国土交通省によれば、25年4月1日現在、53,537戸が完成したとされ

ている。そして、国は、24年4月に、原則2年以内としている応急仮設住宅の供与

期間を、災害公営住宅等の恒久住宅の整備になお時間を要する状況にあることな

どを踏まえて、1年間延長することとした。また、25年4月に、地域の実情を踏ま

えて、応急仮設住宅の供与期間を延長する必要がある場合は、更に延長できるこ

ととした。

一方、避難者が自主再建するなどして転居することにより、応急仮設住宅に空

き住戸が発生することが予想されることから、国は、23年8月に、空き住戸を弾力

的に活用することとし、コミュニティの形成や交流の促進に資するための集会や

談話等のスペースとして利用できるようにするとともに、24年1月に、他の地方公

共団体からの応援職員等の宿泊施設としても利用できることとした。

(ｲ) 被災者生活再建支援金の支給状況

東日本大震災の発生を受けて、被災者生活再建支援法（平成10年法律第66号）

に基づき、被災者生活再建支援制度が適用された。同制度は、自然災害によりそ

の生活基盤に著しい被害を受けた者に対して、生活の再建を支援して、住民の生

活の安定と被災地の速やかな復興に資することを目的として、国が被災した世帯

主に対して支援金を支給するものであり、国は、都道府県が拠出した基金が支給

する支援金の5分の4に相当する額を補助することとなっている。支援金には、住

宅の被害程度に応じて50万円又は100万円を支給する基礎支援金と、住宅の再建方

法に応じて50万円、100万円又は200万円を支給する加算支援金（世帯人数が1人の

場合は、いずれも該当する金額の4分の3の額）とがある。

内閣府は、東日本大震災に係る26年3月末までの被災者生活再建支援金の支給世

帯数及び支給額について、表4のとおり、東北3県を含む11都県において、基礎支

援金189,869世帯、1514億余円（国庫補助金相当額1211億余円）、加算支援金111,

216世帯、1379億余円（同1103億余円）、計延べ301,085世帯、2894億余円（同23

15億余円）としている。
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表4 被災者生活再建支援金の支給世帯数及び支給額（平成26年3月末現在）

このほか、市町村は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法律第82

号）に基づき、自然災害により死亡した住民の遺族に対して災害弔慰金を、精神

又は身体に同法で定める重度の障害を受けた住民に対して災害障害見舞金をそれ

ぞれ支給するとともに、被災世帯の世帯主に対しては生活の立て直しに資するた

めの災害援護資金を貸し付けており、国は、災害弔慰金及び災害障害見舞金に係

る支給額の2分の1を負担し、災害援護資金に係る貸付原資の3分の2を貸し付ける

こととなっている（災害弔慰金等の支給等の状況は巻末別表4、275ページ参照）。

エ 東北3県の公共土木施設等、文教施設及び福祉施設の被災及び復旧等の状況

東日本大震災の発生後、各府省庁は、被災した海岸、河川、下水道や道路、港湾

等の交通網、漁港等の公共土木施設等について復旧・復興事業を実施している。ま

た、被災地では、復興交付金事業による防災集団移転促進事業、市街地復興土地区

画整理事業等を実施するとともに、公共土木施設等の復旧事業や学校等の文教施設

及び医療機関等の福祉施設の復旧事業等を実施するなどして、住まいの再建や暮ら

しの再建を図るとともに経済・産業等の復興を目指している。

そこで、これら施設等の被災及び復旧状況をみると、次のとおりとなっている。

(ｱ) 公共土木施設等の被災及び復旧の状況

関係各府省庁が所管する公共土木施設等に関する被災及び復旧の状況について、

復興庁が四半期ごとに取りまとめて公表している「公共インフラの本格復旧・復

興の進捗状況」を基に、その進捗率を項目別にみると、表5のとおり、26年3月末

現在、河川対策（直轄管理施設）、下水道（災害査定実施処理場）、災害廃棄物

（単位：百万円）

世帯数 支給額
左のうち国庫
補助金相当額

世帯数 支給額
左のうち国庫
補助金相当額

世帯数
（延べ数）

支給額
左のうち国庫
補助金相当額

青森県 519 412 329 372 422 338 891 834 667

岩手県 22,921 20,256 16,205 7,733 11,313 9,050 30,654 31,569 25,255

宮城県 121,570 96,130 76,904 72,632 85,296 68,236 194,202 181,426 145,140

福島県 28,203 22,289 17,831 17,516 23,589 18,871 45,719 45,879 36,703

茨城県 9,383 7,242 5,794 7,028 9,628 7,702 16,411 16,871 13,496

栃木県 872 778 622 737 1,218 974 1,609 1,996 1,597

埼玉県 73 50 40 66 81 65 139 132 105

千葉県 6,072 4,084 3,267 4,976 6,175 4,940 11,048 10,259 8,207

東京都 24 22 17 24 14 11 48 36 29

新潟県 124 109 87 59 97 78 183 206 165

長野県 108 96 76 73 119 95 181 215 172

計 189,869 151,472 121,177 111,216 137,957 110,365 301,085 289,429 231,543

都県名

基礎支援金 加算支援金 計
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の処理及び交通網（直轄国道）については95％以上が完了し、漁港についても岸

壁の復旧によりその90.5％で陸揚げ可能となっている一方、海岸対策及び海岸防

災林については、それぞれ18.2％、16.4％の完了にとどまっていて、全ての完了

までにはなお時間を要する状況となっている。

上記の進捗率が低いことについて、海岸対策を所管する国土交通省及び農林水

産省は、市町村が策定している復興計画を踏まえて、他事業との調整等を行った

上で、順次、復旧工事を実施しており、国施工区間を5年間で完了することを目指

し、県・市町村施工区間についても、まちづくりと一体となって実施する区間に

ついては調整を図りつつ、重要施設が背後にある区間等から順次復旧を進めると

している。また、海岸防災林を所管する農林水産省は、海岸防災林の造成に必要

な基盤造成について5年間で完了し、順次植栽を実施して、23年から10年間で完了

することを目指すとしている。

表5 公共土木施設等の被災及び復旧の状況（平成26年3月末現在）

(ｲ) 東北3県による公共土木施設等の被災及び復旧の状況

東北3県が実施している公共土木施設等の被災及び復旧の状況について、各県か

ら徴した調書を基に、東北3県間で比較可能な海岸、港湾、漁港、河川、道路等の

項目
進捗率(%)

B/A

着工地区海岸数 318 67.5
完了地区海岸数 86 18.2
着工延長(km) 92 65.7
完了延長(km) 23 16.4

河川対策 河川管理施設箇所数 2,115 完了箇所数 2,113 99.9

下水道 災害査定実施処理場数 73 移行済み処理場数 72 98.6

水道施設
災害査定実施事業数
(津波被災地域を除く)

184 完了事業数 167 90.7

災害廃棄物の処理 処理推計量(万t) 1759 処理量(万t) 1714 97.4

交通網（直轄国道）
主要直轄国道の総開通
延長(km)

1,161 完了済開通延長(km) 1,159 99.8

着工済延長(km) 489 85.7
供用済延長(km) 223 39.1

交通網（鉄道） 路線延長(km) 2,330.1 運行再開路線延長(km) 2,105.2 90.3

着工箇所数 131 100.0
完了箇所数 120 91.6
陸揚げが可能となった箇所数 289 90.5
全機能回復済み箇所数 172 53.9

注(1) 復興庁が公表している「公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況」を基に作成した。

注(3) 「漁港」について、陸揚げが可能となった箇所数は部分的に可能となった箇所も含んでいる。

被災の状況
A

復旧状況
B

海岸対策 地区海岸数 471

注(2) 各項目は、国費による復旧対象箇所である。また、一部の項目は、国費による復旧対象箇所以外
　　の箇所を含んでいる。

海岸防災林 被災延長(km) 140

漁港 漁港箇所数 319

交通網（復興道路・復
興支援道路）

計画済延長(km) 570

交通網（港湾） 港湾施設箇所数 131
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復旧事業に限定して集計すると、表6のとおり、26年6月末現在、道路、橋りょう、

都市公園については多くの施設が被災したが、各県とも80％以上の施設が復旧し、

河川についても復旧が進んでいる。一方、岸壁に加えて防波堤等多くの施設が被

災した漁港については各県とも50％以下の復旧率となっており、海岸についても

宮城県及び福島県が20％以下となるなど復旧率が低くなっている。

表6 公共土木施設等の被災及び復旧の状況（平成26年6月末現在）

(ｳ) 東北3県による文教施設及び福祉施設の被災及び復旧の状況

東北3県が実施している文教施設及び福祉施設の被災及び復旧の状況について、

各県から徴した調書を基に、東北3県間で比較可能な学校等及び医療機関等の復旧

事業に限定して集計すると、表7のとおり、26年6月末現在、各県ともおおむね復

旧は進捗している。また、岩手県及び宮城県では、沿岸部に所在する社会教育施

設の復旧率が40％台にとどまっていたり、福島県では原子力災害により設定され

た避難指示区域に所在する施設が被災数や復旧数から除かれていたりするなど、

被災の状況や地域によって復旧の状況等に差が見受けられる。

被災数 復旧数 復旧率(%) 被災数 復旧数 復旧率(%) 被災数 復旧数 復旧率(%)

（A） （B）
　　(C)
　=(B/A)

（D） （E）
　　(F)
　=(E/D)

（G） （H）
　　(I)
　=(H/G)

　海岸 箇所 37 16 43.2 79 8 10.1 154 26 16.8

　港湾 箇所 173 86 49.7 292 101 34.5 332 245 73.7

　漁港 箇所 1,226 417 34.0 1,284 361 28.1 156 63 40.3

　林地
ha又は
箇所

778 526 67.6 107 16 14.9 16 16 100.0

　河川 箇所 161 130 80.7 334 235 70.3 254 157 61.8

　道路、橋りょう、都市公園 箇所 1,611 1,536 95.3 5,614 5,006 89.1 768 649 84.5

注(1) 種別「海岸」について、宮城県は治山施設を一部含んでいる。また、「林地」の単位は、岩手県はha、宮城、福島両県は箇所である。
注(2) 施設数は、国庫補助対象施設以外の箇所を含んでいる。

岩手県 宮城県 福島県

種別 単位
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表7 文教施設及び福祉施設の被災及び復旧の状況（平成26年6月末現在）

(ｴ) 関連する他の事業の進捗等により影響を受けている復旧・復興事業の状況

東北3県は復旧・復興事業を多数実施しているが、各県の地区のうち公共土木施

設等の復旧事業等や市街地復興土地区画整理事業等が同時に実施されている地区

においては、事業間の調整に時間を要していることなどにより、他の事業の進捗

に影響を受けているものが、次のとおり見受けられた。

① 岩手県が実施している防潮堤災害復旧事業

岩手県は、25年度から大槌町吉里吉里地区において防潮堤災害復旧事業を実

施することにしていた。また、同地区では、大槌町がまちづくり計画に基づき

津波防災対策としての地盤かさ上げを、国土交通省が防潮堤災害復旧事業の実

施箇所に並行する国道のかさ上げ及び線形改良を、それぞれ実施することにし

ていた。

このため、岩手県の防潮堤災害復旧事業の実施に当たっては、国道と並行す

る区間の構造設計、国道の迂回路工事等の工程との調整等が必要となった。し

かし、津波防災対策としての地盤かさ上げ高や国道の線形の決定に時間を要し

たことから、防潮堤災害復旧事業は26年度から実施されることになった。

② 宮城県が実施している河川災害復旧事業

宮城県は、25年度から仙台市蒲生北部地区において河川災害復旧事業を実施

することにしていた。そして、同地区では、同事業の実施に合わせて仙台市が

市街地復興土地区画整理事業及び防災集団移転促進事業を実施することにして

被災数 復旧数 復旧率(%) 被災数 復旧数 復旧率(%) 被災数 復旧数 復旧率(%)

（A） （B）
　　(C)
　=(B/A)

（D） （E）
　　(F)
　=(E/D)

（G） （H）
　　(I)
　=(H/G)

25 24 96.0 135 126 93.3 109 91 83.4

うち沿岸部 15 15 100.0 107 98 91.5 44 27 61.3

447 428 95.7 763 710 93.0 750 726 96.8

うち沿岸部 103 84 81.5 471 419 88.9 202 190 94.0

336 290 86.3 653 297 45.4 290 276 95.1

うち沿岸部 99 49 49.4 214 90 42.0 75 66 88.0

356 328 92.1 108 107 99.0 123 123 100.0

うち沿岸部 127 101 79.5 70 69 98.5 42 42 100.0

99 99 100.0 273 268 98.1 141 118 83.6

うち沿岸部 47 47 100.0 139 134 96.4 36 14 38.8

注(1) 宮城県の「高齢者福祉施設等」を構成している一部の種別の被災数、復旧数は、仙台市に所在する施設を除いている。
注(2) 宮城県の「社会教育施設」の復旧数は、災害復旧費補助金を活用して復旧した施設数を示す。
注(3) 福島県の避難指示区域に所在する施設等については、一部除かれているものがある。
注(4) 施設数は、国庫補助対象施設以外の箇所を含んでいる。

福祉施設

　高齢者福祉施設等（施設）

県全域

県全域

県全域
　学校施設（校）

　社会教育施設（施設）
県全域

　医療機関等（施設）

岩手県 宮城県 福島県

施設区分

文教施設

　児童施設（施設）

区分

県全域

種別（単位）
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いた。

このため、宮城県の河川災害復旧事業の実施に当たっては、上記の市街地復

興土地区画整理事業等との調整等が必要となった。しかし、これらの事業にお

いてかさ上げ高の決定や付替道路の調整に時間を要したことから、河川災害復

旧事業は26年度以降に実施されることになった。

③ 福島県が実施している漁港災害復旧事業

福島県は、23年度から相馬郡新地町谷地小屋地内において漁港災害復旧事業

を実施して、岸壁、防波堤等の漁業活動に直結する主要な施設については、25

年度に復旧が完了していた。一方、同地区では、漁港背後地において、同県及

び新地町が復興まちづくり事業を実施することにしていた。

このため、福島県の漁港内の河川護岸及び一部の臨港道路に係る工事の実施

に当たっては、河川護岸の計画高及び臨港道路の配置計画等の決定について同

県及び新地町が実施する復興まちづくり関連事業との調整等が必要となった。

しかし、復興まちづくり関連事業の事業計画決定に当たって、地域の意見を反

映することなどに時間を要したことから、漁港災害復旧事業全体のうち、河川

護岸と一部の臨港道路に係る復旧工事は26年度から実施されることになった。

(ｵ) 経済・産業等の復興状況

経済・産業等の復興の状況については総務省及び経済産業省が公表している

「経済センサス」を基に、東北3県の全産業における被災前の21年度と被災後の2

4年度の事業所数及び従業者数の増減率をみると、表8のとおり、事業所数はマイ

ナス12.3％、従業者数はマイナス8.2％となっており、県別の従業者数では、岩手

県がマイナス6.6％、宮城県がマイナス7.4％、福島県がマイナス10.3％となって

いる。

各県とも県全域において事業所数及び従業者数のいずれも減少しているが、地

域別にみるとその減少幅に著しい相違が生じている。すなわち、沿岸部の従業者

数の増減率を地域別にみると、岩手県沿岸部がマイナス18.9％、宮城県沿岸部

（仙台市を除く。）がマイナス21.4％、福島県沿岸部がマイナス22.8％となって

いる。また、東北3県沿岸部（仙台市を除く。）の農林漁業、製造業及び卸売業・

小売業をみると、従業者数の増減率では、農林漁業ではマイナス31.8％からマイ

ナス41.5％、製造業ではマイナス18.6％からマイナス26.4％、卸売業・小売業で
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はマイナス25.4％からマイナス28.5％となっていて、いずれも内陸部と比較して

著しい減少となっている。

表8 東北3県の地域別事業所数・従業者数
（単位：事業所、人、％）

平成21年度 24年度 増減率 21年度 24年度 増減率 21年度 24年度 増減率 21年度 24年度 増減率

事業所数 14,716 10,746 △ 26.9 259 197 △ 23.9 1,058 794 △ 24.9 4,451 3,059 △ 31.2

従業者数 96,767 78,410 △ 18.9 3,808 2,596 △ 31.8 19,600 14,421 △ 26.4 22,264 16,593 △ 25.4

事業所数 49,577 46,805 △ 5.5 702 676 △ 3.7 3,170 2,996 △ 5.4 13,617 12,564 △ 7.7

従業者数 449,472 431,569 △ 3.9 9,584 9,059 △ 5.4 74,850 75,784 1.2 101,162 89,996 △ 11.0

事業所数 64,293 57,551 △ 10.4 961 873 △ 9.1 4,228 3,790 △ 10.3 18,068 15,623 △ 13.5

従業者数 546,239 509,979 △ 6.6 13,392 11,655 △ 12.9 94,450 90,205 △ 4.4 123,426 106,589 △ 13.6

事業所数 78,455 66,345 △ 15.4 289 181 △ 37.3 3,850 2,916 △ 24.2 23,048 18,911 △ 17.9

従業者数 789,717 720,602 △ 8.7 3,717 2,383 △ 35.8 66,954 55,864 △ 16.5 204,285 171,001 △ 16.2

事業所数 28,482 26,424 △ 7.2 390 382 △ 2.0 2,166 2,103 △ 2.9 8,062 7,095 △ 11.9

従業者数 242,520 235,178 △ 3.0 5,226 4,838 △ 7.4 60,452 62,456 3.3 51,890 46,351 △ 10.6

事業所数 30,449 20,500 △ 32.6 227 118 △ 48.0 2,353 1,531 △ 34.9 8,599 5,571 △ 35.2

従業者数 243,351 191,077 △ 21.4 3,220 1,881 △ 41.5 45,076 34,484 △ 23.4 61,150 43,705 △ 28.5

事業所数 106,937 92,769 △ 13.2 679 563 △ 17.0 6,016 5,019 △ 16.5 31,110 26,006 △ 16.4

従業者数 1,032,237 955,780 △ 7.4 8,943 7,221 △ 19.2 127,406 118,320 △ 7.1 256,175 217,352 △ 15.1

事業所数 24,627 18,533 △ 24.7 176 104 △ 40.9 2,017 1,571 △ 22.1 6,730 4,822 △ 28.3

従業者数 223,127 172,176 △ 22.8 2,634 1,561 △ 40.7 44,389 36,127 △ 18.6 44,618 32,842 △ 26.3

事業所数 73,969 67,637 △ 8.5 571 502 △ 12.0 6,232 5,910 △ 5.1 20,301 17,690 △ 12.8

従業者数 649,792 610,640 △ 6.0 6,250 5,349 △ 14.4 138,639 132,280 △ 4.5 139,188 119,691 △ 14.0

事業所数 7,902 2,989 △ 62.1 114 20 △ 82.4 742 333 △ 55.1 2,096 767 △ 63.4

従業者数 66,741 24,619 △ 63.1 1,298 182 △ 85.9 13,006 6,286 △ 51.6 12,222 4,489 △ 63.2

事業所数 98,596 86,170 △ 12.6 747 606 △ 18.8 8,249 7,481 △ 9.3 27,031 22,512 △ 16.7

従業者数 872,919 782,816 △ 10.3 8,884 6,910 △ 22.2 183,028 168,407 △ 7.9 183,806 152,533 △ 17.0

事業所数 117,798 95,624 △ 18.8 724 482 △ 33.4 6,925 5,281 △ 23.7 34,229 26,792 △ 21.7

従業者数 1,109,611 971,188 △ 12.4 10,159 6,540 △ 35.6 130,943 106,412 △ 18.7 271,167 220,436 △ 18.7

事業所数 152,028 140,866 △ 7.3 1,663 1,560 △ 6.1 11,568 11,009 △ 4.8 41,980 37,349 △ 11.0

従業者数 1,341,784 1,277,387 △ 4.7 21,060 19,246 △ 8.6 273,941 270,520 △ 1.2 292,240 256,038 △ 12.3

事業所数 69,792 49,779 △ 28.6 662 419 △ 36.7 5,428 3,896 △ 28.2 19,780 13,452 △ 31.9

従業者数 563,245 441,663 △ 21.5 9,662 6,038 △ 37.5 109,065 85,032 △ 22.0 128,032 93,140 △ 27.2

事業所数 269,826 236,490 △ 12.3 2,387 2,042 △ 14.4 18,493 16,290 △ 11.9 76,209 64,141 △ 15.8

従業者数 2,451,395 2,248,575 △ 8.2 31,219 25,786 △ 17.4 404,884 376,932 △ 6.9 563,407 476,474 △ 15.4

注(2) 民営事業所に限定して集計した。

沿岸部計（仙台

市を除く。）

内陸部計

合計

沿岸部計

沿岸部

福
島
県

地域 項目
全産業（民営事業所）

農林漁業 製造業 卸売業・小売業県名

沿岸部

内陸部

計

岩
手
県

沿岸部

(仙台市を除

く沿岸部)

内陸部

計

宮
城
県

(避難指示区

域)

内陸部

計

注(1) 総務省及び経済産業省が公表している「平成21年経済センサス－基礎調査」及び「平成24年経済センサス－活動調
　　査」を基に作成した。

主な産業の状況
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オ 東日本大震災における被害額の推計

(ｱ) 被害額の推計の経緯

東日本大震災の発生直後、被害の全体像が十分に把握できない中で、国は、被

災地の復旧・復興に関する関係各方面の議論の参考に資するために、官民全ての

建築物、ライフライン施設、社会基盤施設等のストックの被害額について推計を

行うこととした。

内閣府は、震災発生の2か月後の23年5月、各省庁及び特定被災地方公共団体で

ある被災9県に対して、住宅、公共土木施設、農林水産関係施設等の推計対象施

設等を示して、それぞれが所管し又は管理する施設等に係る被害額を可能な限り

積み上げるなどして取りまとめて提出するよう依頼するとともに、自らも住宅等、

民間企業の土地・建築物・機械設備等の施設等に係る被害額の推計を実施した。

その際に、内閣府は、被害額には東日本大震災による機会損失、得意先の喪失、

風評被害等の間接被害及び原子力災害による被害は含めず、直接被害により生じ

た額のみを推計することとした。また、被害額の算出に当たっては、震災発生後

間もない時期であり、被災地においては復旧等で混乱している状況等を考慮して、

再調達価格や減価償却後の価格の積み上げのほか、時価の積み上げなどの他の手
(注4) (注5)

法による推計も許容した。そして、推計する時点で把握していない被害分につい

ては、適宜何らかの方法により必ず推計を行うこととした。

内閣府から依頼を受けた各省庁は、被害の状況がより明確になるよう適宜推計

対象施設等を細分化するとともに、地方支分部局、関係各都道府県、関係団体等

に作業を依頼したり、本省庁自ら被害額を推計したりすることにより、被害額を

取りまとめて、内閣府に提出した。また、被災9県も、関係市町村、関係団体等

に作業を依頼したり、自ら被害額を推計したりすることにより、被害額を取りま

とめて、内閣府に提出した。

内閣府は、これらを取りまとめて、同年6月に公表している（以下、内閣府が

取りまとめた被害額の推計を「内閣府の推計」という。）。

そこで、内閣府の推計は、どのような状況の下で、どのような方法により実施

され、また、活用されたのかなどに着眼して検査した。

（注4） 再調達価格 施設が全壊した場合若しくは物品が全損した場合、
当該施設若しくは物品の従前の効用を復旧するために必要な価
格又は施設若しくは物品を原形に復旧することが可能な場合、
復旧に要すると見込まれる価格のことであり、減価償却前の価
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格である。積算関係の資料による積み上げ、業者の見積り、統
計資料の平均工事額、統計資料の平均購入額等により算出する。

（注5） 減価償却後の価格 施設等の被災時の価格のことであり、減価償
却後の価格である国有財産台帳価格又は民間企業の帳簿価額に
損壊の程度を考慮した係数を乗ずるなどして算出する。

(ｲ) 推計の状況

ａ 施設等別・県別の状況

内閣府の推計について、住宅等、公共土木施設等の施設等別に、それぞれの

施設等が所在する県別に分類すると、表9のとおりであり、その合計は約16.9

兆円に上っている。

表9 内閣府の推計の施設等別・県別の内訳

注(1) 「その他」欄は、県別の被害額が集計されていないなどのため、県別の分類が困難なもの又は被災9

県以外の都道県に所在するものである。

注(2) 本表は、平成23年6月時点で把握できた数値であり、表の施設等及び所在県の中には調査中として集

計されていないものがある。

注(3) 平成23年6月に内閣府が公表した資料においては、県別の内訳は示されていない。

（単位：億円）

住宅等 185 5431 2兆6164 1兆0703 9053 3179 2177 109 55 1886 5兆8947

民間企業の土地･
建築物･機械設備
等

155 4475 1兆6444 8804 6963 2747 815 105 48 - 4兆0559

その他（自動車､
船舶等）

128 730 2767 520 267 4 272 0 0 184 4876

計 469 1兆0636 4兆5376 2兆0028 1兆6284 5931 3266 215 103 2071 10兆4384

水道 0 43 317 73 154 24 91 1 2 13 723

ガス 0 21 275 11 6 0 11 0 0 0 328

電気 - - - - - - - - - 1兆1170 1兆1170

通信･放送施設 0 18 47 6 1 2 5 0 - 1154 1237

計 1 82 641 90 163 26 109 1 2 1兆2338 1兆3458

公共土木施設（海
岸､河川､下水道､
道路､港湾等）

14 312 3634 403 227 - 207 2 - 1兆3462 1兆8264

その他（鉄道､高
速道路､空港等）

22 543 1172 516 90 40 331 10 10 667 3405

計 36 855 4807 920 317 40 538 12 10 1兆4129 2兆1669

農地･農業用施
設等

4 300 4272 2383 388 117 152 12 4 7 7643

林野関係施設等 26 199 628 192 50 31 3 18 40 3 1195

水産関係施設等 180 1431 6568 809 573 0 37 0 0 339 9939

計 211 1931 1兆1468 3386 1012 149 193 31 44 350 1兆8778

文教施設 50 944 2431 1414 1442 421 207 10 4 539 7466

保健医療･
福祉関係施設

0 208 247 114 200 27 22 11 1 - 835

廃棄物処理･
し尿処理施設

14 35 66 44 27 5 12 1 0 10 216

その他公共施設等 13 152 817 175 210 8 38 0 0 932 2349

計 78 1340 3562 1747 1880 462 281 23 6 1482 1兆0867

798 1兆4847 6兆5856 2兆6173 1兆9657 6609 4389 285 167 3兆0373 16兆9158

建築物等

ライフラ
イン施設

社会基盤
施設

農林水産
関係施設

その他の
施設

合　　計

栃木県 千葉県 新潟県 長野県 その他 計
　　　　　　　所在県名
 施設等

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県
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施設等別にみると、建築物等は、住宅等、民間企業の土地・建築物・機械設

備等のほか自動車、船舶等であり、これらの被害額は計10兆4384億余円となっ

ている。建築物等の被害額には、建物の全壊、半壊等の被害額のほか、地盤沈

下、液状化等による宅地等の被害額も含まれている。

ライフライン施設は、水道、ガス、電気及び通信・放送施設であり、これら

の被害額は計1兆3458億余円となっている。

社会基盤施設は、国土交通省所管の公共土木施設（海岸、河川、下水道、道

路、港湾等）のほか、鉄道、高速道路、空港等であり、これらの被害額は計2

兆1669億余円となっている。

農林水産関係施設は、農地・農業用施設等、林野関係施設等及び水産関係施

設等であり、これらの被害額は計1兆8778億余円となっている。農林水産関係

施設の被害額には、農業用施設、木材加工・流通施設、漁港施設等の被害額の

ほか、農地、農作物・家畜等、漁船、養殖物等の被害額も含まれている。これ

らの施設等のうち、農業・畜産関係施設、漁船、共同利用施設等の被害額につ

いては、推計が困難なこと、調査中であったことなどから、内閣府の推計には、

宮城県及び栃木県を除く7県の一部の施設等の被害額が含まれていない。

その他の施設は、学校施設、社会教育・社会体育・文化施設等の文教施設、

病院、社会福祉施設等の保健医療・福祉関係施設、廃棄物処理・し尿処理施設

並びに各府省庁及び地方公共団体の庁舎・関連施設等であり、これらの被害額

は計1兆0867億余円となっている。その他の施設の被害額には、文化財、航空

機、船舶、防衛省の装備品等の被害額も含まれている。

甚大な被害を受けた岩手県の被害額が同様の被害を受けた宮城県、福島県等

の他県と比べて少なくなっているのは、岩手県では、内閣府から取りまとめの

依頼があった時点で既に公表するなどしていた施設等の被害額を内閣府等に報

告したことから、被害の状況が判明していなかった施設等の被害額が内閣府の

推計に反映されなかったこと、前記の農林水産関係施設やその他の施設の地方

公共団体の庁舎・関連施設等、消防施設、社会福祉施設等の被害額が調査中で

あったことなどによる。

そして、前記のとおり、内閣府は、被害額に原子力災害による被害を含めな

いこととしていることから、内閣府の推計には、福島第一原発の事故による避
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難や汚染等の被害額は含まれていない。また、内閣府の推計は、被災地の復旧

・復興に関する関係各方面の議論の参考に資するために、東日本大震災の全体

被害規模の推計を行ったものであり、その当時の状況等から、国費による復旧

等の対象となる施設等とその対象とならない施設等を分類して集計することは

していない。

ｂ 施設等別の被害額の推計方法

主な施設等の被害額の推計方法は、次のとおりであった。

(a) 住宅等

内閣府は、消防庁が公表している「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖

地震被害報」（以下「被害報」という。）等のうち、23年6月に公表された住

宅の被害棟数約56万棟の被害状況を基に住宅の被害額を算出しているが、1

棟ごとの被害額を把握して積み上げることが困難なことから、各住宅の経過

年数、面積等によらず、全壊の住宅については国土交通省が公表している「建

築着工統計調査報告」を用いて県別に算出した1棟当たりの工事費予定額（約

1800万円／棟～2400万円／棟、再調達価格）を、半壊の住宅についてはその

50％を、一部損壊の住宅についてはその20％をそれぞれ乗じた上で合算して

被害額を算出していた。さらに、被害報等の集計に間に合わなかった被害住

宅について、その分の被害額を加える必要があるとの判断から2割程度加算

する補正を行うなどして、住宅等の被害額を5兆8947億余円と推計していた。

このように、内閣府の推計では、県ごとに一律の工事費予定額を使用する

などして被害額を推計していたが、これは、未曾有の大震災という状況の下

で、住宅等について、1棟ごとに建築年次等に基づき評価額を積み上げるこ

とや再築又は修繕等の別にそれぞれ費用を積み上げることが困難なことなど

のためであるとしている。

また、国は、通常、暴風雨、豪雨等の災害時に住宅の被害額を算出してい

ないが、市街地における被害が甚大であった阪神・淡路大震災の全体の被害

額を推計した際には、再調達価格により算出した住宅の被害額を含めて算出

していたことから、内閣府は、東日本大震災に係る住宅等の被害額について

も、阪神・淡路大震災の際と同様に再調達価格により推計していた。

なお、住宅の被害額に被害時の現在価値を反映させるためには減価償却を



- 28 -

考慮した価格を使用することも考えられる。そこで、内閣府が別途公表して

いる社会資本ストックに係る統計資料等を用いて再調達価格に対する減価償

却控除後の資産額の比率を算出すると0.48程度となり、これを適用して住宅

の被害額を試算すると、その額は半額程度になる。

(b) 民間企業の土地・建築物・機械設備等

内閣府は、同府の統計データである「民間企業資本ストック」及び総務省

が公表している「事業所・企業統計調査」を用いて県別・産業別の資本スト

ック（再調達価格）を算出し、これに県が公表した被害状況等から算出した

県別の被害割合（県内の住宅総数に対する被害住宅の割合）を一律に乗じて、

県別・産業別の資本ストックに対する被害額を算出していた。そして、これ

らを集計して民間企業の土地・建築物・機械設備等の被害額を4兆0559億余

円と推計していた。

このように、内閣府の推計では、建築物や機械設備の経過年数等によらず

に、上記の資本ストックを使用していたが、これは、民間企業の土地・建築

物・機械設備等についても、1か所ごと、1棟ごと又は1台ごとに被害額を把

握して積み上げることが困難なことなどのためであるとしている。

(c) 電気

経済産業省は、各電気事業者の損益計算書の特別損失のうち災害特別損失

等の額を合算して、被害額を1兆1170億円としていた。この災害特別損失等

の額は、修繕費用等を見積りにより算出したり、滅失資産の簿価相当額によ

り算出したりして計上されているため、被害額は再調達価格によるものと減

価償却後の価格によるものとが混在したものになっていた。

(d) 公共土木施設（海岸、河川、下水道、道路、港湾等）

公共土木施設については、災害の速やかな復旧を図ることを目的として、

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令（昭和26年政令第107号。以

下「負担法施行令」という。）等によれば、地方公共団体の長は、災害が生

じた場合には、被害等の状況を速やかに主務大臣等に報告しなければならな

いとされており、また、新たに被害の状況が判明した場合においても、その

状況を随時、報告することとされている。このため、国土交通省は、内閣府

から取りまとめの依頼があった時点で地方公共団体等から報告を受けていた
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公共土木施設の被害額等を集計して、1兆8264億余円としていた。

災害復旧事業は被災した施設を原形に復旧することなどを目的とするもの

であるため、国土交通省が報告を受けた被害額は再調達価格となっていた。

(e) 水産関係施設等

水産関係施設等については、(d)の国土交通省所管の公共土木施設と同様

に、負担法施行令等の規定によれば、地方公共団体の長は、災害が生じた場

合には、その状況を速やかに主務大臣等に報告しなければならないとされて

おり、また、新たに被害の状況が判明した場合においても、その状況を随時、

報告することとされている。このため、農林水産省は、内閣府から取りまと

めの依頼があった時点で地方公共団体から報告を受けていた水産関係施設等

の被害額等を集計して、9939億余円としていた。

水産関係施設等の被害額は、前記の公共土木施設と同様に、当該施設等を

原形に復旧するなどのために必要な価格等であるため、被害額は再調達価格

等となっていた。

(ｳ) 各府省庁等による被害額の推計に対する検査結果

前記のとおり、内閣府の推計は、被災地が復旧等で混乱している中、約1か月

という短期間で集計されたものであり、被害額を推計するために使用された資料

や当時の経緯等の記録について残されたものは限られていた。会計検査院は、各

府省庁及び東北3県において、被害額はどのように調査、集計されたかなどにつ

いて、これら残された資料の範囲で検査した。検査の結果、各府省庁等において、

被害額に推計の対象とならないものなどを一部含めていたり、被害額に反映して

いなかったりしていたものが、次のとおり見受けられた。

ａ 被害額に推計の対象とならないものなどを一部含めていたもの

前記のとおり、内閣府は、被害額に原子力災害による被害を含めないことと

している。

そして、経済産業省は、(ｲ)ｂ(c)のとおり、各電気事業者の損益計算書の特

別損失のうち災害特別損失等の額を合算して電気に係る被害額を1兆1170億円

としていたが、この中には、東京電力株式会社（以下「東京電力」という。）

の平成22事業年度財務諸表の災害特別損失に計上されていた「原子炉等の冷却

や放射性物質の飛散防止等の安全性の確保等に要する費用または損失」4262億



- 30 -

余円及び「福島第一原子力発電所5・6号機及び福島第二原子力発電所の原子炉

の安全な冷温停止状態を維持するため等に要する費用または損失」2118億余円

が含まれていた。しかし、これらは、福島第一原発の事故の発生に伴う安全性

の確保や施設の維持等に要する費用であり、ストックの直接被害ではなく間接

的な被害額であると認められる。

また、国土交通省は、その他公共施設等に含まれている航空機26億円につい

て、海上保安庁も内閣府に報告していたことが判明したため、この重複を修正

する旨の報告を内閣府に提出したが、内閣府はこれを反映していなかった。

ｂ 被害額に反映していなかったもの

公共土木施設、水産関係施設等の施設等については、前記のとおり、内閣府

から各省庁に対して被害額の取りまとめの依頼があった時点で地方公共団体か

ら報告を受けていた被害額を集計して内閣府に報告していたため、被害の状況

が判明していなかった施設等の被害額は、内閣府の推計に反映されていなかっ

た。

また、内閣府から依頼を受けた各省庁は、適宜対象施設等を細分化するなど

して被害額を集計していたが、その際に施設等の一部について集計に含めてい

なかったものが見受けられた。

なお、内閣府の推計が公表された後、多くの府省庁や被災県では、改めて被

害額の調査を行っていないことなどから、内閣府の推計に反映されていなかっ

た被害額を集計することはできなかった。

(ｴ) 内閣府の推計の活用

23年7月に決定された復興基本方針では、復興期間を10年間とし、復興需要の

高まる当初の5年間を「集中復興期間」と位置付けるとともに、集中復興期間に

実施すると見込まれる施策・事業の事業規模については、国・地方を合わせて、

少なくとも19兆円程度が見込まれるとされた。

復興庁によれば、当時の東日本大震災復興対策本部は、この19兆円については、

阪神・淡路大震災の際の復旧・復興費用（9.2兆円）を参考にして、同震災の被

害推計額（9.9兆円）と今回の内閣府の推計額（16.9兆円）との比率（1.7倍）を

勘案するなどして救助・復旧に必要となる費用を10.4兆円、復興に要する費用を

5.3兆円とそれぞれ算出し、この額にリーマンショック以降の金融危機に際して
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実施した中小企業に対する資金繰り支援と同程度の2.5兆円及び阪神・淡路大震

災の際に講じられた全国の緊急防災・減災事業と同程度の1.3兆円を加えたもの

であったとしている。

また、内閣府の推計は、上記のほかにも、被災地の復旧・復興に向けた多くの

会議等の資料として活用されている。

(ｵ) まとめ

内閣府の推計は、被害の全体像を十分に把握できない状況の中で、被災地の復

旧・復興に関する関係各方面の議論の参考に資するために、震災発生の3か月後

の23年6月に被災地が復旧等で混乱している中で取りまとめられたものである。

被害額の算出に当たっては、再調達価格や減価償却後の価格の積み上げのほか、

時価の積み上げなどの他の手法による推計も許容していて、同月時点で把握され

ていない被害分についても何らかの方法により推計を行うこととしている。そし

て、原子力災害による被害額は推計に含めないこととしており、また、国費によ

る復旧等の対象となる施設等とその対象とならない施設等を分類して集計するこ

とはしていない。

今回の内閣府の推計は、被害の全容を把握するよう努めたものであったが、被

害額に推計の対象とならないものなどを一部含めていたり、被害額に反映してい

なかったりしていたものが見受けられた。

被害額の推計は、被災後の復旧・復興の各方面での議論に資する資料になると

同時に、復旧・復興予算の積算に当たっても参考となる資料であることから、各

府省庁、地方公共団体等においては、今後想定される南海トラフ等の地震時に備

えて、速やかに被害額を算出し、より正確な被害の全容が把握できるよう、体制

等を整備しておくことが望まれる。
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(2) 国の復旧・復興への取組

国は、東日本大震災が地震、津波及び原子力発電施設の事故による複合的なもので

あるとともに、これらによる被害が甚大で極めて大規模であることから、23年6月24日

に復興基本法を施行し、同年7月29日には、基本的な考え方、復興期間、実施する施策、

事業規模及び復興財源の確保等を定めた復興基本方針を決定して、国による復興のた

めの取組の全体像を明らかにした（24年報告16～20ページ参照）。そして、国は、復

興基本法の基本理念にのっとり、復興に関する内閣の事務を内閣官房と共に助けるこ

と及び主体的かつ一体的に行うべき東日本大震災からの復興に関する行政事務の円滑

かつ迅速な遂行を図ることを任務とする復興庁を24年2月10日に設置した。同庁には、

復興のための施策の実施を推進することなどを目的とする復興推進会議が設置されて

いる（同22～25ページ参照）。

復興基本方針では、「4 あらゆる力を合わせた復興支援」において、復興特別区域

制度の創設、集中復興期間に実施すると見込まれる施策・事業の事業規模及び財源確

保の道筋等が、「6 原子力災害からの復興」において、放射性物質の除去等の応急対

策、復旧対策等がそれぞれ掲げられている。

上記の復興特別区域制度による復興交付金事業計画は、相当数の住宅、公共施設そ

の他の施設の滅失又は損壊等の著しい被害を受けた地域の市町村が単独で又は市町村

と道県が共同で作成する計画であり、市町村又は道県は、目標を実現するために必要

となる事業として復興交付金事業を同計画に記載し、内閣総理大臣に提出するなどし

て、復興交付金の交付を受けることができる。復興交付金事業には、文部科学省、厚

生労働省、農林水産省、国土交通省及び環境省が所管する40の基幹事業と、基幹事業

と一体となってその効果を増大させるために実施する効果促進事業とがあり、これら

については、特定被災自治体からの要望を踏まえて見直しが行われている（25年報告

23、24ページ参照）。

また、東日本大震災からの復興に係る国の資金の流れの透明化を図るとともに復興

債の償還を適切に管理するために、復興事業に関する経理を明確にすることを目的と

して、24年度に、特別会計に関する法律（平成19年法律第23号。以下「特会法」とい

う。）が改正され、復興特会が設置されている（同19、20ページ参照）。

福島第一原発の事故による原子力災害に関しては、復興基本方針のほかに、福島復

興再生特別措置法（平成24年法律第25号。以下「福島特措法」という。）が24年3月3
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1日に施行され、原子力災害からの福島の復興及び再生に関する施策の総合的な推進を

図るために、福島特措法に基づく福島復興再生基本方針（以下「福島基本方針」とい

う。）が同年7月13日に閣議決定された（同19ページ参照）。

このように、国は被災地の復興に対して様々な取組を行っているが、集中復興期間

の4年目に当たる26年度においてもなお、被災地の住民は、住まいと暮らしの再建、復

興まちづくりなどに関する困難に直面している。これらの取組のうち、「住宅再建・

復興まちづくりの加速化措置」、「東日本大震災の復旧・復興に係る事業規模及び復

興財源フレーム」、「原子力災害に対する国の復旧・復興への取組」は、次のとおり

である。

ア 住宅再建・復興まちづくりの加速化措置

25年1月10日に開かれた第5回復興推進会議において、住宅再建や復興まちづくり

などについて、工程や目標を示すとともに加速策を具体化し、強力に推進すること

とされた。これを受けて、復興庁は、同年2月22日に復興大臣や関係省庁の局長等で

構成する「住宅再建・復興まちづくりの加速化のためのタスクフォース」を設置し

た。そして、このタスクフォースにおいて、復興事業の円滑な推進に当たって、所

有者不明の土地の存在、技術者・技能者の確保、資材の円滑な確保、入札不調等に

関して関係省庁において住宅再建・復興まちづくりの加速化に向けた対応等を具体

的に検討し、速やかに対策を実現することとされた。

「住宅再建・復興まちづくりの加速化のためのタスクフォース」は、26年1月まで

に、住宅再建・復興まちづくりの加速化措置（以下「加速化措置」という。）を公

表していて、これまでに、用地取得に関して所有者が不明となっている土地等の取

得手続の迅速化、技術者・技能者の確保、資材の円滑な確保、入札不調等に関して

市場実態を的確に反映した予定価格の設定、被災者が住まいの確保について見通し

を持てるようにするための災害公営住宅及び民間住宅の宅地等の整備に関する工程

の四半期ごとの開示等が、加速化措置として公表されている。
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イ 東日本大震災の復旧・復興に係る事業規模及び復興財源フレーム

(ｱ) 19兆円フレーム

国は、東日本大震災の発生後、早期復旧に向けて、4兆0153億余円を計上した平

成23年度一般会計第1次補正予算（以下「23年度1次補正」という。）を23年5月2

日に成立させ、これに係る財源は、国債市場の信認確保の観点から追加の国債を

発行せず、既定経費の削減等の歳出の見直しなどにより確保することとした。続

いて、原子力損害賠償、被災者支援等に係る経費として1兆8106億余円を計上した

平成23年度一般会計第2次補正予算（以下「23年度2次補正」という。）を同年7月

25日に成立させ、これに係る財源は、22年度の決算剰余金を充てて確保すること

とした。

そして、国は、同年7月29日に決定した復興基本方針に基づき、集中復興期間に

係る事業費と財源の見込みを19兆円程度の規模とする復興財源フレーム（以下

「19兆円フレーム」という。）を示した。

19兆円フレームの事業規模及び財源のそれぞれの内訳は、図3のとおりである。

図3 19兆円フレームの事業規模及び財源の内訳

事業規模 財　源

　　○災害救助、生活再建等　 4兆円程度
　
    ○がれき処理、インフラの復旧等
　　　　　　　　　　　　  　 6兆円程度

救助・復旧事業
（10兆円程度）

  　　○復興特別所得税　  7.3兆円程度
 
      ○復興特別法人税    2.4兆円程度　等

復興特別税
（10.5兆円程度）

　　○「地域づくり」等のインフラ投資・
　　　ソフト事業　　　　　　  8兆円程度

　　○全国的な緊急防災・減災事業
　　　　　　　　　　　　　　　1兆円程度

復興に向けた事業
（9兆円程度）

東京電力が負担すべき経費 東京電力による賠償

 ○23年度1次補正見合いの歳出削減等 　4.3兆円程度
 ○23年度2次補正見合いの前年度剰余金 1.8兆円程度
 ○子ども手当の見直し、東京地下鉄株式会社
 　株式の売却等　　　　　　　 　   　  3兆円程度
 ○財政投融資特別会計の23年度剰余金　0.8兆円程度
 ○公務員人件費の見直し等　　　　  　0.6兆円程度
 ○日本たばこ産業株式会社株式の売却　0.5兆円程度
 ○年金臨時財源の補塡  　 　   　　▲2.5兆円程度 等

歳出削減・税外収入等 (8.5兆円程度)

19兆円

程度
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事業規模については、復興基本方針によれば、27年度末までの5年間の集中復興

期間に実施すると見込まれる施策・事業（23年度1次補正、23年度2次補正等を含

む。）の規模として、国・地方（公費分）合わせて少なくとも19兆円程度を見込

み、10年間の復旧・復興対策の規模として、少なくとも23兆円程度を見込むとさ

れている。

19兆円フレームの事業規模は、事業費の積み上げによる救助・復旧事業に係る

費用と、阪神・淡路大震災の際の復旧・復興に要した費用を踏まえつつ、東日本

大震災との被害総額の規模の違いを勘案するなどして見込んだ復興に向けた事業

に係る費用とに分けられる。

19兆円フレームの事業規模のうち救助・復旧事業に係る費用10兆円程度は、23

年度1次補正及び23年度2次補正の予算額にその後必要となる費用を積み上げて算

出している。このうち災害救助、生活再建等に係る費用は4兆円程度、がれき処理、

インフラの復旧等に係る費用は6兆円程度となっている。

また、復興に向けた事業に係る費用9兆円程度は、「地域づくり」等のインフラ

投資・ソフト事業に係る費用8兆円程度と、全国的な緊急防災・減災事業に係る費

用1兆円程度とに分けられる。

なお、事業規模の見込みには、原則として、原子力損害の賠償に関する法律

（昭和36年法律第147号。以下「原賠法」という。）、放射性物質汚染対処特措法

等に基づき電力事業者が負担すべき経費は含まれていない。

一方、復興財源の確保については、復興基本方針によれば、「次の世代に負担

を先送りすることなく、今を生きる世代全体で連帯し負担を分かち合うことを基

本とする」との基本的な考え方が示されており、その方法として、歳出の削減、

税外収入、時限的な税制措置等により財源を確保することとされている。さらに、

財源確保の道筋として、先行する復旧・復興需要を賄う一時的なつなぎとして復

興債を発行することが示されており、時限的な税制措置による税収は、全て復興

債の償還を含む復旧・復興費用に充て、他の経費には充てないことを明確化する

こととされている。

そして、19兆円フレームの財源は、時限的な税制措置である復興特別税（復興

特別所得税、復興特別法人税等）の収入見込額計10.5兆円程度と、歳出削減・税

外収入等の8.5兆円程度とに分けられる。
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復興特別税の税収見込みは、復興特別所得税が各年度0.29兆円で25年間の課税

期間により7.3兆円程度、復興特別法人税が各年度0.8兆円で3年間の課税期間によ

り2.4兆円程度等となっている。また、歳出削減・税外収入等では、子ども手当の

見直しなどの歳出削減、東京地下鉄株式会社（以下「東京地下鉄」という。）の

政府保有株式の売却収入等が見込まれている。なお、23年度1次補正において震災

に対処するための必要な財源を確保するために減額された年金臨時財源2.5兆円程

度については、平成23年度一般会計第3次補正予算（以下「23年度3次補正」とい

う。）で当該年金に係る経費が改めて計上されたが、この経費は復興財源確保法

の規定により復興費用とみなすこととされたため、復興財源である歳出削減・税

外収入等が充当されている。

復興基本方針によれば、19兆円フレームの事業規模及び財源については、一定

期間経過後に事業の進捗等を踏まえて必要な見直しを行うこととされている。

(ｲ) 19兆円フレームの見直し

国は、復興基本方針及び19兆円フレームを定めた後、復興基本方針に基づく東

日本大震災からの本格的な復興のための予算として、9兆0095億余円（年金臨時財

源の補塡分2兆4896億余円を除く。）を計上した23年度3次補正を成立させた。

これにより、23年度補正予算における東日本大震災関係経費に係る予算額は計

14兆8354億余円となり、23年度予算における予算現額は計14兆8243億余円となっ

ている（23年度予算の歳出予算額及び執行状況は207～216ページ参照）。このう

ち、23年度3次補正に係る経費は、あらかじめ償還の道筋を定めた復興債の発行等

により賄うこととされた。

なお、国は、復興財源確保法に基づき、23年度3次補正及び24年度から27年度ま

での各年度において実施される復興施策の経費に充てるために、予算をもって国

会の議決を経た金額の範囲で復興債を発行することができることとなっている。

復興債は、短期的に不足する財源を賄う一時的なつなぎであり、この償還財源と

して復興特別税収入、政府保有株式の売却収入等が措置されている（復興債の発

行及び償還の状況は238～246ページ参照）。

復興債の発行・償還期間及び復興特別税の課税期間は、図4のとおりである。
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図4 復興債の発行・償還期間及び復興特別税の課税期間

そして、国は、平成24年度東日本大震災復興特別会計当初予算（以下「24年度

当初予算」という。）を成立させた後、平成24年度東日本大震災復興特別会計補

正予算（以下「24年度補正予算」という。）及び平成25年度東日本大震災復興特

別会計当初予算（以下「25年度当初予算」という。）の編成過程において、「今

後の復旧・復興事業の規模と財源について」（平成25年1月29日復興推進会議決

定）により19兆円フレームを見直し、集中復興期間に係る事業費と財源の見込み

を25兆円程度の規模とする復興財源フレーム（以下「25兆円フレーム」とい

う。）を示した。

25兆円フレームの事業規模及び財源のそれぞれの内訳は、図5のとおりである。

区　分 28年度・・・

発行期限 償還期限

H23/12 H27末 H49末

税収見込 0.29兆円×25年間＝7.3兆円

H25/1 H49/12

税収見込 0.8兆円×3年間＝2.4兆円

H24/4 H26末

(注) 復興特別法人税は、平成25年度末をもって前倒しで廃止された。

27年度 49年度

復興特別法人税

復興特別所得税

復興債

24年度 25年度 26年度平成23年度

(注)
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図5 25兆円フレームの事業規模及び財源の内訳

上記の見直しでは、事業規模については、23、24両年度の事業費が計17.5兆円、

25年度概算決定での事業費が計3.3兆円程度、26、27両年度に確実に実施が見込ま

れる施策・事業の規模が計2.7兆円程度であることから、集中復興期間に実施する

施策・事業の規模の見込みを少なくとも23.5兆円程度とした。このうち23年度か

ら25年度までの額は、復興債の元本償還に係る費用等を除いた事業費から、東京

電力への求償が想定される額及び23年度の不用額を控除して算出している。

26、27両年度に確実に実施が見込まれる施策・事業及びその規模は、復興交付

金0.9兆円、災害復旧事業0.8兆円、インフラ復興事業0.5兆円、震災復興特別交付

税0.5兆円等となっている。復興庁によれば、19兆円フレームの見直しの時点で災

害査定等が終わっていなかった復旧・復興事業、工事を伴う公共事業以外の分野

の復興事業等に係る費用は、これらの額の積算に含まれていないとしている。

また、財源については、既に確保されている19兆円程度に加えて、税外収入と

事業規模 財　源

東京電力が負担すべき経費 東京電力による賠償

     23、24両年度事業費
        (17.5兆円)
　

　○23年度1次補正～23年度3次補正
　  　　　　　　　 　　 14.9兆円
  ○24年度復興特会予算　 3.9兆円
  ○全国防災地方負担分等 1.0兆円
  ○東京電力への求償が想定される
　　ものなど　　　　　 ▲1.2兆円
  ○23年度1次補正～23年度3次補正
　　の不用額　　　     ▲1.1兆円

  追加的な財源　(6兆円程度)
　

　○23年度決算剰余金等
                   2兆円程度

　○日本郵政株式会社の株式
　　の売却         4兆円程度

復興特別税
(10.5兆円程度)

歳出削減・税外収入等
(8.5兆円程度)

   平成26、27両年度も確実に
 見込まれる事業 (2.7兆円程度)
　　○復興交付金　　　 　0.9兆円
　　○災害復旧事業　　 　0.8兆円
　　○インフラ復興事業 　0.5兆円
　　○震災復興特別交付税 0.5兆円　等

  25年度事業費　(3.3兆円程度)
　　○25年度概算決定(予備費を除く。)
　　　                      3.8兆円
　　○全国防災地方負担分等  0.1兆円
    ○東京電力への求償が想定される
　　　ものなど            ▲0.6兆円

23.5兆円

程度

1.5兆円

25兆円

程度

19

兆
円
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して、日本郵政の株式売却による収入見込額の4兆円程度及び23年度の決算剰余金

等の2兆円程度を確保し、集中復興期間の財源の全体額として25兆円程度を確保す

ることとした。

(ｳ) 事業規模及び財源の26年9月末現在の状況

国は、25兆円フレームを示した後、平成25年度東日本大震災復興特別会計補正

予算（以下「25年度補正予算」という。）及び平成26年度東日本大震災復興特別

会計当初予算（以下「26年度当初予算」という。）を成立させた。図5で示した2

5兆円フレームの事業規模及び財源のそれぞれの内訳について、26年9月末現在の

状況を示すと、図6のとおりである。

なお、上記の状況を示すに当たって、事業費及び財源については、23年度から

25年度までは補正後予算額等、26年度は当初予算額等、27年度以降は25兆円フレ

ームでの見込額を用いている。また、金額については、千億円単位の概数（単位

未満を四捨五入）としている。

図6 25兆円フレーム並びに事業規模及び財源の平成26年9月末現在の状況

事業規模をみると、23年度から25年度までの事業費は、25兆円フレームでは計

20.8兆円となっていたが、26年9月末現在の状況では、25兆円フレームが示された

後に確定した25年度の事業費が追加される一方、24、25両年度の復興特会に不用

額が生じたことなどのため、計20.0兆円となっている。26、27両年度の事業費の

見込みは、25兆円フレームでは計2.7兆円となっていたが、26年9月末現在の26年

度の事業規模には、同フレームが示された時点で災害査定等が終わっていなかっ

25兆円

(平成25年1月)

100 20 (兆円)

事 業 規 模 財 源

23､ 24両年度事業費 17.5兆円 25年度
概算
事業費

3.3兆円

26､27
両年度
事業費

2.7兆円

0 10 20 (兆円)

事業規模

(26年9月末現在)

23年度～25年度事業費 20.0兆円

2.6兆円

26年

及び財源
の内訳

注(1)
予算額計から東京電力への求償想定額計1.7兆円
及び累計不用額2.5兆円を除くなどした額

度事
業費

日本郵政
株式の売

却収入

4兆円

決算
剰余

金等

2兆円8.5兆円程度10.5兆円程度

日本郵政
株式の売

却収入

4兆円

（見込み）

歳出削減・税外収入等

23年度～25年度 9.3兆円

26年度当初予算 0.8兆円

年
度
以
降

27
復興特別税

2.8兆円

注(２)

27年度以降の
見込み

6.7兆円程度

兆
円

1.5
フレーム

( 計 20.8兆円 )

2.4
兆
円 ( 計 10.1兆円 )

注(１) 26年度当初予算の額3.6兆円から、東京電力への求償想定額

(0.5兆円)を除くなどした額

注(2) 平成24、25両年度計2.0兆円。26年度当初予算の額0.8兆円

見込み

歳出削減・税外収入等復興特別税
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た復旧・復興事業、工事を伴う公共事業以外の分野の復興事業等に係る費用が含

まれていることなどのため、26年度のみで2.6兆円に達している。このように、2

6年9月末現在の事業規模は、26年度までで計22.6兆円となり、25兆円フレームと

の差額は2.4兆円程度となっている。

一方、財源をみると、復興特別税収については、25兆円フレームでは10.5兆円

程度となっていたが、26年9月末現在の状況では、24、25両年度が計2.0兆円、26

年度当初予算の額が0.8兆円、25兆円フレームにおける27年度から課税期間の最終

年度である49年度までの復興特別所得税収の見込額が計6.7兆円で、全体見込額は

計9.5兆円程度となっている。これは、復興特別法人税の廃止を1年前倒ししたた

め、25兆円フレームで見込んでいた当該税収1年度分の0.8兆円が減収となること

などのためである。

歳出削減・税外収入等については、25兆円フレームでは計10.5兆円程度が見込

まれていたが、26年9月末現在の状況では、23年度から25年度までの計9.3兆円、

26年度当初予算の0.8兆円、合計10.1兆円が既に財源として確保されている。

なお、税外収入のうち日本郵政の株式売却収入は、今後の財源として見込まれ

ているため、26年9月末現在の状況としては、25兆円フレームの見込額の4兆円と

同額としている。

ウ 原子力災害に対する国の復旧・復興への取組

福島第一原発の事故による原子力災害については、25年8月に福島県内の全ての避

難指示対象市町村（田村市、南相馬市、伊達郡川俣町、双葉郡楢葉町、富岡町、大

熊町、双葉町、浪江町、川内村、葛尾村及び相馬郡飯舘村）において、避難指示区

域の見直しが完了し、その後、26年4月に田村市、同年10月に川内村の一部において

避難指示が解除された（避難指示区域の見直しの状況は43～45ページ参照）。国は、

引き続き放射線の健康影響等に関する不安、賠償、帰還支援、廃炉、汚染水問題等、

多くの課題への対応が必要とされることから、様々な取組を実施することとしてい

る。原子力災害による被害が著しい福島県における原子力災害に対する国の主な体

制は、図7のとおりとなっている。



- 41 -

図7 福島県における原子力災害に対する国の主な体制

(注) 図中の（ ）内は、所管省庁、設置年月を示す。

(ｱ) 福島の復興の加速に向けての取組

国は、原子力災害からの福島の復興・再生を一層加速させるための指針として、

25年12月20日に「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」（原子力災害対策

本部決定。以下「福島復興の加速指針」という。）を策定し、同日付けで閣議決

定した。そして、この指針において、①「早期帰還支援と新生活支援の両面で福

島を支える」、②「福島第一原発の事故収束に向けた取組を強化する」、③「国

が前面に立って原子力災害からの福島の再生を加速する（国と東京電力の役割分

担の明確化）」の3項目を示している。

上記3項目の具体的な取組は、次のとおりとなっている。

① 「早期帰還支援と新生活支援の両面で福島を支える」における取組として、

25年度補正予算及び26年度当初予算から福島再生加速化交付金（以下「福島交

付金」という。）を創設するなどとされている。この交付金は、放射線不安を

払拭する生活環境の向上、町内復興拠点の整備等の新たな施策と、これまで個

別に実施していた長期避難者支援から早期帰還までの対応策とを一括して支援

するものである。福島交付金等により、長期避難者の生活拠点を形成するため

• 原子力災害からの福島の復興に関連する施策に関して、現地での実施機能を強化し、被災
地の現場において施策を迅速に判断する。

福島復興再生総局（復興庁、平成25年2月）

•復興事業に関して管轄区域内において各行政機関や関係民間企業と協議・調整を行う。

福島復興局（復興庁、24年2月）

•原子力災害対策本部の事務の一部として事故・事象の情報収集、地方公共団体等との連
絡・調整等を行う。

原子力災害現地対策本部【オフサイトセンター】（内閣府、23年3月）

•福島第一原発から放出された放射性物質による環境の汚染への対処として、福島県等にお
ける除染、放射性物質汚染廃棄物処理等の推進を行う。

福島環境再生事務所（環境省、24年1月）

•中間貯蔵施設の整備と密接に関連する福島の復興再生に係る各種施策の総合的な実施を推
進するとともに、被災地の現場において、地元関係機関との円滑かつ迅速な協議等を行う。

中間貯蔵施設等福島現地推進本部（復興庁・環境省、25年9月）










































































































































































































































































































































































































































































